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山口県地域防災計画（本編）新旧対照表 
現 行 修 正 案 備 考 

 
第１編 総則 
 第１章 計画の方針 

  第５節 防災関係機関の処理すべき業務の大綱及び県民・事業所のとるべき措置 

２ 市町 （１－１－６） 

 機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

市 町 
１～９ （略） 

10  避難の勧告又は指示及び避難者の誘導並びに避難所の開設に関すること。 
11～20 （略） 

 

３ 指定地方行政機関 （１－１－７） 

 機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

中国四国農政局 
１～８ （略） 

９  防災に関する情報の収集及び報告に関すること。 
10  農業関係被害状況の情報収集及び報告に関すること。 

中国経済産業局 

１～２ （略） 

３  被災地域において必要とされる災害応急対応物資（生活必需品、災害復旧資材 
 等）の適正価格による円滑な供給を確保するため必要な指導に関すること。 
４ （略） 

福岡管区気象台 

(下関地方気象台) 

１ 気象、地象、水象の観測及びその成果の収集、発表を行う。 

２ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る）、水象の予報・警

報等の防災情報の発表、伝達及び解説を行う。 

３ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に努める。 

４ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言を行う。 

５ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努める。 

中国総合通信局 

１～２ （略） 

３  災害時における非常用通信の運用監督に関すること。 

４～５（略） 

 

５ 指定公共機関 （１－１－１０） 

 機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

中国電力株式会

社（山口支社） 

 

 

 

 

１  電力施設の防災対策、防災管理の実施及び災害時における電力の供給確保に関するこ

と。 
２  被災施設、設備の応急復旧に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１編 総則 
 第１章 計画の方針 

  第５節 防災関係機関の処理すべき業務の大綱及び県民・事業所のとるべき措置 

２ 市町 （１－１－６） 

 機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

市 町 
１～９ （略） 

10  避難の指示等及び避難者の誘導並びに避難所の開設に関すること。 
11～20 （略） 

 

３ 指定地方行政機関 （１－１－７） 

 機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

中国四国農政局 
１～８ （略） 

（削除） 
９  所掌事務に係る災害情報の収集及び伝達に関すること。 

 

中国経済産業局 

 

１～２ （略） 

３  被災地域において必要とされる災害応急対応物資（生活必需品、災害復旧資材 
 等）の適正価格による円滑な供給を確保するため必要な指導等に関すること。 
４ （略） 

福岡管区気象台 

(下関地方気象台) 

１ 気象、地象、水象の観測及びその成果の収集、発表に関すること。 

２ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る）、水象の予報・警

報等の防災情報の発表、伝達及び解説に関すること。 

３ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること。 

４ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること。 

５ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること。 

中国総合通信局 

１～２ （略） 

３  災害時における非常通信の運用監督に関すること。 

４～５（略） 

 

５ 指定公共機関 （１－１－１０） 

 機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

中国電力株式会

社（山口支社） 

中国電力ネット

ワーク株式会社

（山口ネットワ

ークセンター） 

１  電力施設の防災対策、防災管理の実施及び災害時における電力の供給確保に関するこ

と。 
２  被災施設、設備の応急復旧に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

プッシュ型支援を反映 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

分社化に伴う指定公共機

関の追加 
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現 行 修 正 案 備 考 

第２編 災害予防計画 
第１章 防災思想の普及啓発 

第２節 防災知識の普及啓発 

第１項 県 

４ 県民に対する普及啓発 （２－１－３） 

特別警報・警報・注意報発表時及び発災時に、県民が的確な判断に基づき行動できるよう、災害についての正

しい知識や防災対応について、イベントの開催、県・市町広報紙、パンフレット、ポスター、ダイレクトメール、

インターネット及び報道媒体を活用し、市町と協力して次のようなことを普及啓発する。 

なお、普及啓発に当たっては、防災週間、防災とボランティア週間、水防月間、土砂災害防止月間等を通じる

ほか、防災の日を設定し重点的な取り組みを行うとともに、ビデオ、疑似体験装置等の活用も図る。 

(1) 家庭での予防・安全対策 

 （追加） 

 

ア ２～３日分の食料、飲料水等の備蓄 

イ 非常持出し品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備 

ウ 消火器の普及 

エ 保険・共済等への加入 

 

 

第３章 防災訓練の実施 

第１節 訓練の内容 

第２項 市町 

   訓練の内容（事例） （２－３－３） 

 
・災害発生時の広報 
・避難誘導、避難勧告、避難指示（緊急）及び警戒区域の設定 

・要配慮者の安全確保（避難支援） 

・消防、水防活動 

・救助・救急活動 

・ボランティアの活動体制の確立 

・食料・飲料水、医療その他の救援活動 

・被災者に対する生活情報の提供 

 

 

 

第７章 避難予防対策 

基本的な考え方 （２－７－１） 

災害時において、住民の生命、身体の安全、保護を図るためには的確な避難行動が不可欠であり、避難誘導、避難場

所等について、あらかじめ計画を策定しておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 災害予防計画 
第１章 防災思想の普及啓発 

第２節 防災知識の普及啓発 

第１項 県 

４ 県民に対する普及啓発 （２－１－３） 

避難情報発令時、特別警報・警報・注意報発表時及び発災時に、県民が的確な判断に基づき行動できるよう、災

害についての正しい知識や防災対応について、イベントの開催、県・市町広報紙、パンフレット、ポスター、ダイ

レクトメール、インターネット及び報道媒体を活用し、市町と協力して次のようなことを普及啓発する。 

なお、普及啓発に当たっては、防災週間、防災とボランティア週間、水防月間、土砂災害防止月間等を通じるほ

か、防災の日を設定し重点的な取り組みを行うとともに、ビデオ、疑似体験装置等の活用も図る。 

(1) 家庭での予防・安全対策 

 ア ハザードマップ等を用いた災害リスクの確認 

イ 災害リスクを踏まえた避難行動や避難先の確認 

ウ ２～３日分の食料、飲料水等の備蓄 

エ 非常持出し品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備 

オ 消火器の普及 

カ 保険・共済等への加入 

 

 

第３章 防災訓練の実施 

第１節 訓練の内容 

第２項 市町 

   訓練の内容（事例） （２－３－３） 

 
・災害発生時の広報 
・避難誘導、避難指示等の発令及び警戒区域の設定 

・要配慮者の安全確保（避難支援） 

・消防、水防活動 

・救助・救急活動 

・ボランティアの活動体制の確立 

・食料・飲料水、医療その他の救援活動 

・被災者に対する生活情報の提供 

 

 

 

第７章 避難予防対策 

基本的な考え方 （２－７－１） 

災害時において、住民の生命、身体の安全、保護を図るためには的確な避難行動が不可欠であり、避難誘導、避難場所

等について、あらかじめ計画を策定しておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

取組の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難準備・高齢者等避難開始 

市町の避難計画 

避難の勧告・指示、避難準備・高齢者等避難開始の基準 

避難の勧告、指示事項 

避難の勧告、指示の伝達手段 

避難指示等（高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保）の基準 

市町の避難計画 

避難指示等に関する事項 

避難指示等の伝達手段 

高齢者等避難 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第１節 市町の避難計画 （２－７－２） 

市町は、次の事項に留意して避難計画を作成するが、計画策定において、高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮

を要する者（以下「要配慮者」という。）に配慮した計画となるよう努めるとともに、都市公園、公民館、学校等の公

共的施設等を対象に、地域の人口、誘致圏域、地形、災害に対する安全性等を考慮し、その管理者の同意を得た上で，

災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が避難生活を送るための指定避難

所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、避難路と併せて住民への周知徹底を図るものとする。 

また、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務を絞りこむとともに、

当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努めるものとする。 

県は、市町に対し、避難勧告等の発令基準の策定を支援するなど、市町の防災体制確保に向けた支援を行うもの

とする。 

 

第１項 避難の勧告、指示、避難準備情報の基準 

市町は、避難勧告等の発令伝達に関し、災害緊急時にどのような状況において、どのような対象区域の住民に対し

て避難勧告を発令すべきか等の判断基準について取りまとめたマニュアル等を「避難勧告等に関するガイドライン（内

閣府）」等を参考に整備しておく必要がある。 

なお、判断基準の策定については、雨量、水位の予測値または実況値、土砂災害警戒情報の発表などの具体的な基

準を定めておく。 

 発令時の状況 住民に求める行動 

 

避 難 準 備       

 ・ 高 齢 者 等 

 避 難 開 始 

 

 

（警戒レベル３） 

 

要配慮者等、特に避難行動に時間

を要する者が避難行動を開始し

なければならない段階であり、人

的被害の発生する可能性が高ま

った状況 

 

 

・要配慮者等、特に避難行動に時間を要する者は、計画され

た避難場所への避難行動を開始（避難支援者は支援行動を

開始） 

・上記以外の者は、家族等との連絡、非常用持出品の用意等、

避難準備を開始 

 

避 難 勧 告       

 

 

 

 

（警戒レベル４） 

 

通常の避難行動ができる者が避

難行動を開始しなければならな

い段階であり、人的被害の発生す

る可能性が明らかに高まった状

況 

 

 

・通常の避難行動ができる者は、計画された避難場所等への

避難行動を開始 

・外が危険な場合は、屋内での垂直避難等（屋内安全確保） 

 

避 難 指 示       

 （ 緊 急 ） 

 

 

 

 

 

 

 

（警戒レベル４） 

 

・前兆現象の発生や、現在の切迫

した状況から、人的被害の発生

する危険性が非常に高いと判

断された状況 

・堤防の隣接地等、地域の特性等

から人的被害の発生する危険

性が非常に高いと判断された

状況 

・人的被害の発生した状況 

 

 

・避難勧告等の発令後で避難中の住民は、確実な避難行動を

直ちに完了 

・未だ避難していない対象住民は、直ちに避難行動に移ると

ともに、そのいとまがない場合は生命を守る最低限の行動 

・外が危険な場合は、屋内での垂直避難等（屋内安全確保） 

※屋内安全確保：避難のための立退きを行うことによりかえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあ        

る場合に、屋内での待避その他の屋内における避難のための安全確保を行うもの 

 

第１節 市町の避難計画 （２－７－２） 

市町は、次の事項に留意して避難計画を作成するが、計画策定において、高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を

要する者（以下「要配慮者」という。）に配慮した計画となるよう努めるとともに、都市公園、公民館、学校等の公共

的施設等を対象に、地域の人口、誘致圏域、地形、災害に対する安全性等を考慮し、その管理者の同意を得た上で，災

害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が避難生活を送るための指定避難所

について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、避難路と併せて住民への周知徹底を図るものとする。 

また、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務を絞りこむとともに、

当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努めるものとする。 

県は、市町に対し、避難指示等の発令基準の策定を支援するなど、市町の防災体制確保に向けた支援を行うもの

とする。 

 

第１項 避難指示等（緊急安全確保、避難の指示、高齢者等避難）の基準 

市町は、避難指示等の発令伝達に関し、災害緊急時にどのような状況において、どのような対象区域の住民に対して

避難指示等を発令すべきか等の発令基準や伝達方法等について取りまとめたマニュアル等を「避難情報に関するガイド

ライン（内閣府）」等を参考に整備しておく必要がある。 

なお、判断基準の策定については、雨量、水位の予測値または実況値、土砂災害警戒情報の発表などの具体的な基準

を定めておく。 

 発令時の状況 住民に求める行動 

 

高齢者等避難 

 

 

 

 

（警戒レベル３） 

 

災害が発生するおそれがある状

況、即ち災害リスクのある区域等

の高齢者等が危険な場所から避

難するべき状況 

 

・高齢者等は危険な場所から避難（立退き避難又は屋内安全

確保） 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控えるな

ど普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、

自主的に避難するタイミング 

 

避 難 指 示       

 

 

 

 

（警戒レベル４） 

 

災害が発生するおそれが高い状

況、即ち災害リスクのある区域等

の居住者等が危険な場所から避

難するべき状況 

 

危険な場所から全員避難 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又は屋内安全確保） 

 

緊急安全確保       

 

 

 

 

 

（警戒レベル５） 

 

災害が発生又は切迫している状

況即ち居住者等が身の安全を確

保するために指定緊急避難場所

等へ立退き避難することがかえ

って危険であると考えられる状

況 

 

命の危険 直ちに安全確保！ 

・指定緊急避難場所等への立退き避難することがかえって危

険である場合、直ちに安全を確保 

※屋内安全確保：洪水等及び高潮に対し、災害リスクのある区域等に存する自宅・施設等であっても、ハザードマップ

等で自ら自宅・施設等の浸水想定等を確認し、上階への避難や高層階に留まること等により、計画

的に身の安全を確保する行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 
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現 行 修 正 案 備 考 

第２項 避難の勧告・指示事項 （２－７－３） 

避難の勧告・指示に当たって、混乱を招かないよう、必要な事項をあらかじめ定めておく。 

１ 避難の勧告・指示の発令者 

２～７ （略） 

 

第３項 避難の勧告、指示の伝達手段 

避難の勧告、指示等を発令した場合の伝達手段等について、あらかじめ定めておく。 

地域住民に周知徹底するため、伝達に当たっては、市町による対応だけでなく、警察、自衛隊、海上保 安部・

署、放送局等の協力による伝達体制を整備しておく。 

また、夜間に避難勧告、指示等を発令した場合の伝達手段や聴覚障害者等の要配慮者への伝達体制についてもあ

らかじめ定めておく。 

１～３ （略） 

 

第４項 避難準備・高齢者等避難開始 

避難勧告及び避難指示の事前段階として、避難行動要支援者をはじめとする要配慮者等、特に避難行動に時間を

要する者に対して、早めの段階で避難行動を開始することを求める避難準備・高齢者等避難開始を伝達する必要が

ある。 

このため、洪水・土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、避難すべき区域や伝達方法を明確に

した避難準備・高齢者等避難開始に関するマニュアルを作成することが重要であり、避難勧告・指示を含め、避難

準備・高齢者等避難開始の判断基準を策定するものとする。 

 

第９項 避難所の運営管理 （２－７－５） 

市町は、避難所における活動を円滑に実施するため、避難所の運営に関するマニュアル等を策定し、必要となる

事項について、あらかじめ定めておくものとする。 

また、市町及び各避難所の運営者は、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等との定期的な

情報交換に努めるものとする。 

   （追加） 

 

 

 

第 11 項 避難所の整備に関する事項 

１ 避難生活の環境を良好に保つための設備整備（換気、照明等） 

２ 避難所として必要な施設・設備の整備（貯水槽、井戸、仮設トイレ、マット、非常用電源、通信機器等） 

 

３ 災害情報の入手に必要な機器の整備（テレビ、ラジオ等） 

４ 避難所での備蓄 

食料品、水、常備薬、炊き出し用具、毛布、非常用電源等避難生活に必要な物資 

 

 

 

第８章 救助・救急、医療活動 

第２節 医療活動 

第１項 医療救護活動体制の確立 

１ 県 （２－８－３） 

(5) 医薬品及び医療資機材等の緊急調達を円滑に行うため、関係団体との間で供給体制を整備する。 

（追加） 

 

 

第２項 避難指示等に関する事項 （２－７－３） 

避難指示等の発令に当たって、混乱を招かないよう、必要な事項をあらかじめ定めておく。 

１ 避難指示等の発令者 

２～７ （略） 

 

第３項 避難指示等の伝達手段 

避難指示等を発令した場合の伝達手段等について、あらかじめ定めておく。 

地域住民に周知徹底するため、伝達に当たっては、市町による対応だけでなく、警察、自衛隊、海上保 安部・署、

放送局等の協力による伝達体制を整備しておく。 

また、夜間に避難指示等を発令した場合の伝達手段や聴覚障害者等の要配慮者への伝達体制についてもあらかじめ

定めておく。 

１～３ （略） 

 

第４項 高齢者等避難 

災害のおそれがある場合に、市町村長が、避難行動要支援者をはじめとする避難に時間を要する高齢者等の要配慮

者が安全に避難できるタイミング等の早めの避難を促すため、高齢者等避難を伝達する必要がある。 

このため、洪水・土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、避難すべき区域や伝達方法を明確にし

た高齢者等避難に関するマニュアルを作成することが重要であり、避難指示を含め、高齢者等避難の判断基準を策定

するものとする。 

 

第９項 避難所の運営管理 （２－７－５） 

市町は、避難所における活動を円滑に実施するため、避難所の運営に関するマニュアル等を策定し、必要となる事

項について、あらかじめ定めておくものとする。 

また、市町及び各避難所の運営者は、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等との定期的な情

報交換に努めるものとする。 

新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、避難所における避難者の過密抑制や感染症患者が発生した

場合の対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活

用等を含めて検討するよう努めるものとする。 

 

第 11 項 避難所の整備に関する事項 

１ 避難生活の環境を良好に保つための設備整備（換気、照明等） 

２ 避難所として必要な施設・設備の整備（貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、簡易ベッド、

非常用電源、通信機器、空調等） 

３ 災害情報の入手に必要な機器の整備（テレビ、ラジオ等） 

４ 避難所での備蓄 

食料品、水、常備薬、マスク、消毒液、体温計、間仕切り、炊き出し用具、毛布、非常用電源等避難生活に必要

な物資 

 

 

第８章 救助・救急、医療活動 

第２節 医療活動 

第１項 医療救護活動体制の確立 

１ 県 （２－８－３） 

(5) 医薬品及び医療資機材等の緊急調達を円滑に行うため、関係団体との間で供給体制を整備する。 

また、災害時に被災地の医薬品等の円滑な需要供給の調整等を行うため、全県及び２次医療圏単位で災害薬

事コーディネーターを配置する。 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害薬事コーディネータ

ー等の配置 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

３ 指定地方行政機関等 （２－８－４） 

(5) 県薬剤師会は、県医師会等の行う医療救護活動を支援するため、救護組織を編成し、救護活動に必要な医薬

品等の確保や調剤体制の整備に努める。 

 

 

 第９章 要配慮者対策 

基本的な考え方 （２－９－１） 

高齢者、障害者、乳幼児、外国人等は、災害時にはその行動等に多くの困難が伴い、また、避難生活では厳しい環境

下に置かれるなど、特に支援が必要な要配慮者となることから、平常時からこれらの要配慮者に配慮した防災対策を推

進し、安全確保体制を整備しておく必要がある。 

このため、社会福祉施設等での防災対策を進めるとともに、在宅要配慮者の支援体制づくり、防災知識の普及啓発、

避難所の確保対策等を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 在宅要配慮者対策 

第１項 支援体制の整備 （２－９－３） 

７ 市町は、避難行動に時間を要する、避難行動要支援者をはじめとする要配慮者に対して、早めの段階で避難行

動を開始することを求める「避難準備・高齢者等避難開始」を発令するための基準策定に努める必要がある。 

 

 

第３節 避難行動要支援者名簿 （２－９－３） 

（追加） 

１～４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 指定地方行政機関等 （２－８－４） 

(5) 県薬剤師会は、県からの派遣要請や県医師会等の行う医療救護活動を支援するため、薬剤管理班の編成、救

護活動に必要な医薬品等の確保、調剤体制の整備に努める。 

 

 

第９章 要配慮者対策 

基本的な考え方 （２－９－１） 

高齢者、障害者、乳幼児、外国人等は、災害時にはその行動等に多くの困難が伴い、また、避難生活では厳しい環境

下に置かれるなど、特に支援が必要な要配慮者となることから、平常時からこれらの要配慮者に配慮した防災対策を推

進し、安全確保体制を整備しておく必要がある。 

このため、社会福祉施設等での防災対策を進めるとともに、在宅要配慮者の支援体制づくり、防災知識の普及啓発、

避難所の確保対策等を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 在宅要配慮者対策 

第１項 支援体制の整備 （２－９－３） 

７ 市町は、避難行動に時間を要する、避難行動要支援者をはじめとする要配慮者に対して、早めの段階で避難行動

を開始することを求める「高齢者等避難」を発令するための基準を策定する必要がある。 

 

 

第３節 避難行動要支援者対策 （２－９－３） 

第１項 避難行動要支援者名簿の作成 

１～４ （略） 

第２項 個別避難計画 

１ 市町は、市町地域防災計画に定めるところにより、避難行動要支援者名簿の避難行動要支援者ごとに、避難支

援等を実施するための計画（以下、「個別避難計画」という。）を作成するよう努めるものとする。 

２ 個別避難計画に定めるべき事項は、次のとおりとする。 

(1) 避難支援実施者の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号その他連絡先 

(2) 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

(3) 前二号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市町長が必要と認める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要

配

慮

者

対

策 

防災知識の普及啓発・訓練 

避難行動要支援者名簿 

要

配

慮

者

対

策 

防災知識の普及啓発・訓練 

避難行動要支援者対策 

避難行動要支援者名簿の作成 

個別避難計画の作成 
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現 行 修 正 案 備 考 

第４節 防災知識の普及啓発・訓練 （２－９－４） 

第２項 防災訓練  

県及び市町は、防災訓練を実施する際、高齢者、車椅子利用者等を想定した避難誘導、情報伝達など訓練内容に

も配慮し、直接の参加を呼びかけるとともに、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、円滑な避難誘導等が

行えるようその支援体制の整備とともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努め

る。 

 

  第５節 避難所対策 （２－９－４） 

県及び市町は、要配慮者にとって厳しい環境となる避難所生活に配慮し、あらかじめ次のような生活の場の確保、

支援体制の整備に努める。 

また、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努める。 

 

 

 

第１０章 緊急輸送活動 

基本的な考え方 （２－１０－１） 

災害応急対策活動を円滑に実施するうえで、緊急輸送路及び輸送手段の確保は極めて重要であり、緊急輸送ネット

ワークの整備、道路啓開、緊急輸送車両の確保が必要となる。 

 

 
 
 
 

 

 

 

第１節 緊急輸送ネットワークの整備 

第１項 緊急輸送ネットワークの形成 （２－１０－２） 

 １ （略） 

２ 輸送拠点の指定 

他県等からの緊急物資等の受入、一時保管、避難所等への配送を行うための拠点施設を指定しておく。 

      （追加） 

 

 

第１４章 危険家屋移転促進対策 

第２節  がけ地近接危険住宅の移転促進計画 

第４項 国の補助制度 （２－１４－３） 

２  危険住宅に代る住宅の建設、購入に要する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 防災知識の普及啓発・訓練 （２－９－４） 

第２項 防災訓練  

県及び市町は、防災訓練を実施する際、高齢者、車椅子利用者等を想定した避難誘導、情報伝達など訓練内容に

も配慮し、直接の参加を呼びかけるとともに、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、円滑な避難誘導等が

行えるようその支援体制の整備とともに、被災時の男女のニーズの違い等多様な主体の視点に十分配慮するよう努

める。 

 

 

  第５節 避難所対策 （２－９－４） 

県及び市町は、要配慮者にとって厳しい環境となる避難所生活に配慮し、あらかじめ次のような生活の場の確保、

支援体制の整備に努める。 

また、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し、被災時の男女のニーズの違い等多様な主体の視点に十分配

慮するよう努める。 

 

 

第１０章 緊急輸送活動 

基本的な考え方 （２－１０－１） 

災害応急対策活動を円滑に実施するうえで、緊急輸送路及び輸送手段の確保は極めて重要であり、緊急輸送ネットワ

ークの整備、道路啓開、緊急輸送車両の確保が必要となる。 

 

 
 
 
 

 

 

 

第１節 緊急輸送ネットワークの整備 

第１項 緊急輸送ネットワークの形成 （２－１０－２） 

 １ （略） 

２ 輸送拠点等の指定 

ア 他県等からの緊急物資等の受入、一時保管、避難所等への配送を行うための拠点施設を指定しておく。 

イ 他県等からの応援部隊が被災地において部隊の指揮、宿営等を行う拠点施設を指定しておく。 

 

 

第１４章 危険家屋移転促進対策 

第２節  がけ地近接危険住宅の移転促進計画 

第４項 国の補助制度 （２－１４－３） 

２  危険住宅に代わる住宅の建設（購入を含む。）及び改修に要する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５次男女共同参画基本

計画や「避難所運営マニ

ュアル作成のための基本

指針」等との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象経費の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸送施設等の指定 

輸送拠点の指定 緊急輸送ネットワークの

形成 

市町における輸送施設、拠点の指定 

関係機関・住民等への周知 

輸送施設等の指定 

輸送拠点等の指定 緊急輸送ネットワークの

形成 

市町における輸送施設、拠点の指定 

関係機関・住民等への周知 
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現 行 修 正 案 備 考 

第１５章 火災予防対策 

第２節 林野火災予防計画 

第１項  出火防止対策の推進 

１ 林野火災予防対策の推進 

(2) 発生原因別対策 

イ 山林内事業者(作業者)対策 

（２－１５－９） 

(ｳ) 事業所に火気責任者の指定する喫煙所並びにたき火、ゴミ焼き箇所を設けるとともに、標識及び消火設

備を完備するものとする。 

 

 

第１６章 交通災害予防対策 

第３節 陸上交通災害予防計画 

第１項 道路 

【県（道路整備課、道路建設課、都市計画課）・国（気象台、地方整備局、労働局）・警察・市町・西日本高速道路㈱】 

１ 現況 （２－１６－９） 

本県における現在の道路体系は、高速自動車国道の中国自動車道、山陽自動車道、関門自動車道及び１７本の

一般国道を軸として、これに県道、市町道が連携し、実延長１６，６８７．１ｋｍにおよぶ道路網を形成してい

る。 

その道路種別内訳は、高速自動車国道２５７．０ｋｍ、国道１，１１３．３ｋｍ、県道２，７９３．３ｋｍ、

市町道１２，５２３．６ｋｍとなっている。このうち、国道・県道の改良率では全国平均７７．１％、山口県６

５．０％となっている（道路統計年報２０１８より）。 

 

 

 第１７章 産業災害予防対策 

  第２節 危険物等災害予防計画 

第５項 ガス工作物、ガス用品の災害予防対策 （２－１７－１２） 

２ ガス用品の災害予防対策（ガス事業法） 

(1) 経済産業大臣（又は経済産業局長）の行う予防対策（ガス事業法１４０条、１４８条、１５７条、１７０条、

１７１条、１７２条、１７３条） 

  粗悪なガス用品による危険及び障害の発生を防止するため、ガス用品製造事業者及びガス用品輸入事業者に

対する立入検査、改善命令及び災害防止命令を行うことにより、ガス用品の安全性を確保する。 

 (2) ガス用品製造事業者及びガス用品輪入事業者の行う予防対策（ガス事業法第１４５条） 

ガス用品製造事業者及びガス用品輸入事業者に対し技術基準適合義務を定めることにより、事故発生を防止

する。 

 

第９項 毒物劇物の災害予防対策 

４ 災害予防対策 （２－１７－１７） 

(1) 毒物劇物取扱施設の災害予防対策（毒物及び劇物取締法第１１条） 

ウ 指導対策 

(ｱ) 立入検査（毒物及び劇物取締法第１７条） 

 

(2) 毒物劇物の災害予防対策（毒物及び劇物取締法第１６条第１項） 

イ 指導対策 

(ｱ) 立入検査（毒物及び劇物取締法第１７条） 

 

 

第１５章 火災予防対策 

第２節 林野火災予防計画 

第１項  出火防止対策の推進 

１ 林野火災予防対策の推進 

(2) 発生原因別対策 

イ 山林内事業者(作業者)対策 

（２－１５－９） 

(ｳ) 事業所において喫煙所等火気を取り扱う必要がある場合は、火気責任者が場所を設けるとともに、標識及

び消火設備を完備するものとする。 

 

 

第１６章 交通災害予防対策 

第３節 陸上交通災害予防計画 

第１項 道路 

【県（道路整備課、道路建設課、都市計画課）・国（気象台、地方整備局、労働局）・警察・市町・西日本高速道路㈱】 

１ 現況 （２－１６－９） 

本県における現在の道路体系は、高速自動車国道の中国自動車道、山陽自動車道、関門自動車道及び１７本の

一般国道を軸として、これに県道、市町道が連携し、実延長１６，７２７．７ｋｍにおよぶ道路網を形成してい

る。 

その道路種別内訳は、高速自動車国道２５７．４ｋｍ、国道１，１１４．６ｋｍ、県道２，８００．５ｋｍ、

市町道１２，５５５．２ｋｍとなっている。このうち、国道・県道の改良率では全国平均７７．１％、山口県６

５．２％となっている（道路統計年報２０２０より）。 

 

 

 第１７章 産業災害予防対策 

  第２節 危険物等災害予防計画 

第５項 ガス工作物、ガス用品の災害予防対策 （２－１７－１２） 

２ ガス用品の災害予防対策（ガス事業法） 

(1) 経済産業大臣（又は経済産業局長）の行う予防対策（ガス事業法１４０条、１４８条、１５７条、１７１条、

１７２条、１７３条） 

   粗悪なガス用品による危険及び障害の発生を防止するため、ガス用品製造事業者及びガス用品輸入事業者に対

する届出、立入検査、改善命令及び災害防止命令を行うことにより、ガス用品の安全性を確保する。 

 (2) ガス用品製造事業者及びガス用品輪入事業者の行う予防対策（ガス事業法第１４５条・第１４６号） 

ガス用品製造事業者及びガス用品輸入事業者に対し技術基準適合義務・適合性検査を定めることにより、事

故発生を防止する。 

 

第９項 毒物劇物の災害予防対策 

４ 災害予防対策 （２－１７－１７） 

(1) 毒物劇物取扱施設の災害予防対策（毒物及び劇物取締法第１１条） 

ウ 指導対策 

(ｱ) 立入検査（毒物及び劇物取締法第１８条） 

 

(2) 毒物劇物の災害予防対策（毒物及び劇物取締法第１６条第１項） 

イ 指導対策 

(ｱ) 立入検査（毒物及び劇物取締法第１８条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当する条項の整理 

 

 

表現の適正化 

該当する条項の整理 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

法改正 
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現 行 修 正 案 備 考 

第３編 災害応急対策計画 
第１章 応急活動計画 

第１節 県の活動体制 （３－１－２） 

 知事は、県の地域に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、法令及び本計画の定めるところにより指定地方

行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及びその他の防災関係機関の協力を得て災害応急対策を実施するとともに、

区域内の市町及びその他の防災関係機関が処理する災害応急対策の実施を援助し、かつ総合調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１項 災害対策本部の設置 

２ 県本部の組織（３－１－３） 

     

     

本

部

員 

総 務 部 長 

総務部理事(危機管理担当) 

総 合 企 画 部 長 

東 京 営 業 本 部 長 

（略） 

  

  

  

  

   

   

 

第２項 県本部の運営 

  ２ 部 

(1) 部の構成（３－１－４） 

部  の  名  称 部 を 構 成 す る 組 織 部    長 副  部  長 

総 務 部       

総 合 企 画 部       

東 京 連 絡 部       

（略） 

 

総 務 部 

総 合 企 画 部 

東 京 営 業 本 部 

（略） 

総 務 部 長 

総 合 企 画 部 長 

東京営業本部長 

（略） 

総 務 部 次 長 

総 合 企 画 部 次 長 

東京営業本部副本部長 

（略） 

 

第３編 災害応急対策計画 
第１章 応急活動計画 

第１節 県の活動体制 （３－１－２） 

 知事は、県の地域に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、法令及び本計画の定めるところにより指定地方行

政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及びその他の防災関係機関の協力を得て災害応急対策を実施するとともに、

区域内の市町及びその他の防災関係機関が処理する災害応急対策の実施を援助し、かつ総合調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１項 災害対策本部の設置 

２ 県本部の組織（３－１－３） 

    

    

本

部

員 

総 務 部 長 

総務部理事(危機管理担当) 

総 合 企 画 部 長 

東 京 事 務 所 長 

（略） 

  

  

  

  

   

   

 

第２項 県本部の運営 

  ２ 部 

(1) 部の構成（３－１－４） 

部  の  名  称 部 を 構 成 す る 組 織 部    長 副  部  長 

総 務 部       

総 合 企 画 部       

東 京 連 絡 部       

（略） 

 

総 務 部 

総 合 企 画 部 

東 京 事 務 所 

（略） 

総 務 部 長 

総 合 企 画 部 長 

東 京 事 務 所 長 

（略） 

総 務 部 次 長 

総 合 企 画 部 次 長 

東 京 事 務 所 次 長 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

総 務 部 総 務 部 

総 合 企 画 部 総 合 企 画 部 

東 京 連 絡 部 東 京 営 業 本 部 

総 務 部 総 務 部 

総 合 企 画 部 総 合 企 画 部 

東 京 連 絡 部 東 京 事 務 所 

 

市 町 長 

 

災 害 対 策 本 部 

市 町 防 災 会 議 

消 防 機 関 

ま た は 

水 防 団 

警 察 官 

ま た は 

海 上 保 安 官 

市 町 

教 育 委 員 会 

被  災  住  民 

避
難
指
示 

応
急
措
置 

応
急
公
用
負
担
等 

市 町 防 災 会 議 

消 防 機 関 

ま た は 

水 防 団 

警 察 官 

ま た は 

海 上 保 安 官 

市 町 

教 育 委 員 会 

被  災  住  民 

避
難
指
示
等 

応
急
措
置 

応
急
公
用
負
担
等 

 

市 町 長 

 

災 害 対 策 本 部 
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現 行 修 正 案 備 考 

第４項 班の編成及び所掌事務 

（３－１－１２） 

 部  班 担当課 部  の  所  掌  事  務 

 

総合 

 企画部 

 

情報通信 

 

情報企画課 

 

10 やまぐち情報スーパーネットワークの管理運用に関すること。 

11  庁内情報システムの保全管理に関すること。 

 

 

（３－１－１３） 

 部  班 担当課 部  の  所  掌  事  務 

 

災害 

 救助部 

 

薬 務 

 

薬 務 課 

 

25  医薬品、衛生器材の確保に関すること。 

26  血液の確保に関すること。 

27  毒物、劇物の保安、応急対策に関すること。 

（追加） 

 

協 力 班 

 

長寿社会課 
こども政策課     

こども家庭課       

障害者支援課       

 

 

28  当該課の災害対策関連事務の処理。 

29 部内の各班、他部の応援に関すること。 

 

 

（３－１－１７） 

 部  班 担当課 部  の  所  掌  事  務 

文教 

  対策部 

 

協 力 班    

 

（追加） 

人権教育課 

 

13  当該課の災害対策関連事務の処理。 

14  部内の各班、他部の応援に関すること。 

 

 

第５項 地方機関の所掌事務 

４  地方機関の所掌事務 

（３－１－２０） 

対策部・班 関 係 機 関 所          掌          事          務 

港  湾  班 山口宇部空港 

     事務所 

(23)～(24) （略） 

(25)本部（港湾班及び商工班）との連絡調整に関すること。 

(26) （略）  

 

 

第２章 災害情報の収集・伝達計画 

第１節 災害情報計画 

第１項 気象警報・注意報等 

気象特別警報・警報・注意報等の種類と概要 （３－２－３） 

種  類 概  要 

警 報 大雨警報 大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。大

雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸

水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。 

 

第４項 班の編成及び所掌事務 

（３－１－１２） 

 部  班 担当課 部  の  所  掌  事  務 

総合 

 企画部 
情報通信 

 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ政策課 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄ

推進課 

 

10 やまぐち情報スーパーネットワークの管理運用に関すること。 

11  庁内情報システムの保全管理に関すること。 

 

（３－１－１３） 

 部  班 担当課 部  の  所  掌  事  務 

 

災害 

 救助部 

 

薬 務 

 

薬 務 課 

 

25  医薬品、医療機器、衛生材料の確保、供給に関すること。 

26  血液の確保に関すること。 

27  毒物、劇物の保安、応急対策に関すること。 

28 関係団体等との連絡調整に関すること。 

 

協 力 班 

 

長寿社会課 
こども政策課     

こども家庭課       

障害者支援課       

 

 

29  当該課の災害対策関連事務の処理。 

30 部内の各班、他部の応援に関すること。 

 

 

（３－１－１７） 

 部  班 担当課 部  の  所  掌  事  務 

文教 

  対策部 

 

協 力 班    

 

地域連携教

育推進室 

人権教育課 

 

13  当該課・室の災害対策関連事務の処理。 

14  部内の各班、他部の応援に関すること。 

 

第５項 地方機関の所掌事務 

４  地方機関の所掌事務 

（３－１－２０） 

対策部・班 関 係 機 関 所          掌          事          務 

港  湾  班 山口宇部空港 

     事務所 

(23)～(24) （略） 

(25)本部（港湾班及び交通運輸対策班）との連絡調整に関すること。 

(26) （略）  

 

 

第２章 災害情報の収集・伝達計画 

第１節 災害情報計画 

第１項 気象警報・注意報等 

気象特別警報・警報・注意報等の種類と概要 （３－２－３） 

種  類 概  要 

警 報 大雨警報 大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。大

雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸

水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。 

高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

災害薬事コーディネータ

ー等の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

特別警報発表基準 （３－２－５） 

現象の種類 基準 

大雨 台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、数十年に一度の

強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想される場合 

 

警報・注意報発表基準一覧表                                         令和元年 12 月 10 日現在 

発表官署 下関地方気象台 

警報 大雪 平地 24 時間降雪の深さ 20cm, 山地 24 時間降雪の深さ 40cm 

注意報 大雪 平地 24 時間降雪の深さ 10cm, 山地 24 時間降雪の深さ 20cm 

着氷・着雪 大雪注意報・警報の条件下で、気温-2℃～2℃, 湿度 90％以上 

記録的短時間大雨情報 

（1時間雨量） 

100mm 

 

 
 
 
 
 
 

別表２ 洪水警報基準 （３－２－７） 

 

（現行表の表示は省略） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

特別警報発表基準 （３－２－５） 

現象の種類 基準 

大雨 台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合 

 

 

警報・注意報発表基準一覧表                                          令和 2 年 8月 6日現在 

発表官署 下関地方気象台 

警報 大雪 平地 12 時間降雪の深さ 10cm, 山地 12 時間降雪の深さ 30cm 

注意報 大雪 平地 12 時間降雪の深さ 5cm, 山地 12 時間降雪の深さ 15cm 

着氷・着雪 大雪注意報・警報の条件下で、気温-2℃～2℃, 湿度 90％以上 

土砂災害警戒情報 大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもおか

しくない状況となったときに、府県気象情報の一種として都道府県と気象庁が共同

で発表する。実際に災害発生の危険度が高まっている場所については、警報の「危

険度分布」で確認するなど、自らの避難が必要な警戒レベル４相当。 

記録的短時間大雨情報 

（1時間雨量） 

100mm 

 
 
 

別表２ 洪水警報基準                             令和 3年 6月 3日現在 

市町村等を 

まとめた地域 
市町村等 流域雨量指数基準 複合基準＊1 

指定河川洪水予報 

による基準 

下関 下関市 
木屋川流域=37.5，田部川流域=11.7，  
貴飯川流域=5.8，久野川流域=5.5， 
歌野川流域=8，日野川流域=15.8， 
稲見川流域=6.3，神田川流域=9.1， 
武久川流域=7.4，綾羅木川流域=16.7， 
友田川流域=8.3，黒井川流域=10.2， 
川棚川流域=13.1，粟野川流域=31， 
滑川流域=7.8，大田川流域=12.2， 
杢路子川流域=11.1，一ノ俣川流域=8.6 

木屋川流域=（7，37.3），田部
川流域=（7，10.5），歌野川流
域=（7，7.2），日野川流域=（7，
14.2），稲見川流域=（7，5.6），
粟野川流域=（15，29.7），杢路
子川流域=（7，9.9），一ノ俣川
流域=（7，7.7） 
 

― 

宇部・山陽小野田 宇部市 
梅田川流域=7.2，善和川流域=9.4，  
甲山川流域=11.5，雑佐川流域=7.2，  
大田川流域=21.6，沢波川流域=6.8，  
真締川流域=8.4，有帆川流域=17.1 
 

梅田川流域=（8，6.4）， 
雑佐川流域=（8，6.4）， 
大田川流域=（14，19.4）， 
沢波川流域=（8，6.1）， 
真締川流域=（8，7.5） 

厚東川水系厚東川［持世寺］ 

山陽小野田市 
前場川流域=9.2，厚狭川流域=31.7，  
有帆川流域=15 

厚狭川流域=（8，28.5）， 
有帆川流域=（14，13.5） 

― 

山口・防府 山口市 
阿武川流域=21.9，南若川流域=7.2， 
沖田川流域=16.5，生雲川流域=17.1， 
蔵目喜川流域=19.9，篠目川流域=10.6， 
坂本川流域=10.8，問田川流域=16.4， 
九田川流域=15，吉敷川流域=9.3， 
一の坂川流域=6.6，四十八瀬川流域
=10.9， 
今津川流域=4.8，井関川流域=9.5， 
島地川流域=25.3，矢井川流域=6.1， 
三谷川流域=13，滑川流域=10.4 

阿武川流域=（10，19.7）， 
南若川流域=（10，6.8）， 
問田川流域=（8，14.7）， 
吉敷川流域=（10，8.3）， 
椹野川流域=（8，22.6） 
 
 
 
 

佐波川［漆尾・堀］， 
椹野川水系椹野川［朝田・鰐石］， 
椹野川水系仁保川［御堀橋］ 

防府市 
横曽根川流域=8.8，剣川流域=6.6， 
久兼川流域=8.9，馬刀川流域=6.5， 
柳川流域=8.1 

馬刀川流域=（8，6.4） 

 

佐波川［新橋・漆尾］ 

周南・下松 下松市 
末武川流域=16.8，平田川流域=9.7， 
切戸川流域=14.3 

切戸川流域=（8，12.8） 
 

― 

周南市 
夜市川流域=13.6，島地川流域=23.3， 
富田川流域=20.1，西光寺川流域=7， 
錦川流域=36.9，須々万川流域=7.1， 
渋川流域=17.6，笠野川流域=6.9， 
中村川流域=5.9，石光川流域=7.6 

夜市川流域=（8，12.2）， 
西光寺川流域=（26，6.3）， 
島田川流域=（8，28） 

 

島田川水系島田川［島田］ 

岩国 岩国市 
生見川流域=13.7，本郷川流域=19.9， 
宇佐川流域=25.4，木谷川流域=15.8， 
野谷川流域=9.2，根笠川流域=23.3， 
保木川流域=12.5，御庄川流域=18.9， 
由宇川流域=18.5，島田川流域=29.6， 
中山川流域=12.4，東川流域=16.3， 
笹見川流域=7.5，長野川流域=6.6 

宇佐川流域=（8，22.8）， 
保木川流域=（8，11.2）， 
御庄川流域=（8，17）， 
錦川流域=（8，49.4）， 
門前川流域=（8，6.8）， 
島田川流域=（8，26.6） 
 

小瀬川［小川津・両国橋］， 
錦川水系錦川下流部［臥龍橋］， 
錦川水系錦川中流部［南桑］ 

和木町 
 ― 小瀬川［小川津・両国橋］ 

柳井・光 光市 
束荷川流域=7.4，田布施川流域=8.2 島田川流域=（8，32.1） 島田川水系島田川［島田］ 

柳井市 
由宇川流域=10.2，柳井川流域=11.2， 
土穂石川流域=7.9 

― ― 

 

 

 

基準見直し 

 

 

時点修正 

 

基準見直し 

 

 

追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準見直し及び気象庁基

準表との整合 
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別表４ 洪水注意報基準 （３－２－９） 

 

（現行表の表示は省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周防大島町 
屋代川流域=11.8，宮崎川流域=5.6， 
三蒲川流域=5.9 

三蒲川流域=（5，5.3） ― 

上関町 
 ― ― 

田布施町 
田布施川流域=15，灸川流域=7.5 ― ― 

平生町 
大内川流域=6.2 ― ― 

萩・美祢 萩市 
橋本川流域=40.3，玉江川流域=7.4， 
阿武川流域=50.9，明木川流域=21.5， 
惣田川流域=11.9，佐々並川流域=19.3， 
日南瀬川流域=9，野戸呂川流域=8.9， 
蔵目喜川流域=12.6，立野川流域=9.6， 
庄屋川流域=7.8，大井川流域=22.9， 
福井川流域=6.3，須佐川流域=7， 
江津川流域=10.2，田万川流域=23， 
鈴野川流域=14.9，原中川流域=9.6 

玉江川流域=（7，6.6）， 
蔵目喜川流域=（7，11.3）， 
須佐川流域=（7，6.3）， 
田万川流域=（9，17.9）， 
原中川流域=（7，8.6） 

 

― 

美祢市 
大田川流域=20.3，長田川流域=14.2， 
湯の上川流域=5.3，厚東川流域=23.8， 
青景川流域=9.7，河原上川流域=8.3， 
本郷川流域=8.2，麦川川流域=7.4， 
厚狭川流域=26.6，原川流域=12.4， 
伊佐川流域=12.3，日野川流域=8.7， 
三隅川流域=6.1 

麦川川流域=（14，6.6）， 
厚狭川流域=（6，23.9）， 
原川流域=（6，11.1） 

 

― 

阿武町 
大井川流域=19，郷川流域=12.8 ― ― 

長門 長門市 
泉川流域=8.8，掛淵川流域=14.6， 
大坊川流域=12.3，久富川流域=8.1， 
深川川流域=20，大河内川流域=7.4， 
三隅川流域=17，木屋川流域=7.8 

掛淵川流域=（8，12.2） 

 

 

 

＊1 （表面雨量指数，流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表しています。 

 
 

別表４ 洪水注意報基準                            令和 3年 6月 3日現在 
市町村等を 

まとめた地域 
市町村等 流域雨量指数基準 複合基準＊1 

指定河川洪水予報 

による基準 

下関 下関市 
木屋川流域=30，田部川流域=9.3， 
貴飯川流域=4.6，久野川流域=4.4， 
歌野川流域=6.4，日野川流域=12.6， 
稲見川流域=5，神田川流域=6.9， 
武久川流域=5.9，綾羅木川流域=13.3， 
友田川流域=6.6，黒井川流域=8.1， 
川棚川流域=10.4，粟野川流域=24.8， 
滑川流域=6.2，大田川流域=9.7， 
杢路子川流域=8.8，一ノ俣川流域=6.8 

木屋川流域=（5，30）， 
田部川流域=（5，9.3）， 
歌野川流域=（5，6.4）， 
日野川流域=（5，12.6）， 
稲見川流域=（5，5）， 
神田川流域=（5，6.9）， 
粟野川流域=（7，19.8）， 
杢路子川流域=（7，7）， 
一ノ俣川流域=（5，6.8） 

― 

宇部・山陽小野田 宇部市 
梅田川流域=5.7，善和川流域=7.5， 
甲山川流域=9.2，雑佐川流域=5.7， 
大田川流域=17.2，沢波川流域=5.4， 
真締川流域=6.7，有帆川流域=13.6 

梅田川流域=（5，5.7）， 
厚東川流域=（9，24）， 
善和川流域=（5，7.5）， 
甲山川流域=（5，9.2）， 
雑佐川流域=（8，4.6）， 
大田川流域=（9，13.8）， 
沢波川流域=（5，5.1）， 
真締川流域=（5，6.7）， 
有帆川流域=（5，13.6） 

厚東川水系厚東川［持世寺］ 

山陽小野田市 
前場川流域=7.3，厚狭川流域=25.3， 
有帆川流域=12 

前場川流域=（5，7.3）， 
厚狭川流域=（8，20.2）， 
有帆川流域=（9，12） 

― 

山口・防府 山口市 
阿武川流域=16.3，南若川流域=5.7， 
沖田川流域=13.2，生雲川流域=13.6， 
蔵目喜川流域=15.5，篠目川流域=8.4， 
坂本川流域=8.6，問田川流域=13.1， 
九田川流域=12，吉敷川流域=7.4， 
一の坂川流域=5.2，四十八瀬川流域
=8.7， 
今津川流域=3.7，井関川流域=7.6， 
島地川流域=20.2，矢井川流域=4.8， 
三谷川流域=10.4，滑川流域=8.3 

阿武川流域=（6，16.3）， 
南若川流域=（6，5.7）， 
生雲川流域=（6，13.6）， 
蔵目喜川流域=（6，15.5）， 
問田川流域=（5，13.1）， 
九田川流域=（10，9.6）， 
吉敷川流域=（10，7.4）， 
椹野川流域=（8，20.1）， 
今津川流域=（9，2.6） 

佐波川［漆尾・堀］， 
椹野川水系椹野川［朝田・鰐石］， 
椹野川水系仁保川［御堀橋］ 

防府市 
横曽根川流域=7，剣川流域=5.2， 
久兼川流域=7.1，馬刀川流域=4， 
柳川流域=6.4 

久兼川流域=（9，5.7）， 
馬刀川流域=（5，4）， 
柳川流域=（5，5.5） 

佐波川［新橋・漆尾］ 

周南・下松 下松市 
末武川流域=13.4，平田川流域=7.7， 
切戸川流域=11.4 

末武川流域=（5，13.4）， 
切戸川流域=（5，11.4） 

― 

周南市 
夜市川流域=10.8，島地川流域=18.6， 
富田川流域=16，西光寺川流域=5.6， 
錦川流域=29.4，須々万川流域=5.6， 
渋川流域=14，笠野川流域=5.5， 
中村川流域=4.7，石光川流域=6 

夜市川流域=（8，8.6）， 
島地川流域=（9，14.9）， 
富田川流域=（5，16）， 
西光寺川流域=（9，4.5）， 
錦川流域=（9，16）， 
須々万川流域=（5，5.6）， 
渋川流域=（5，14）， 
笠野川流域=（5，5.5）， 
石光川流域=（5，6）， 
島田川流域=（8，19.9） 

島田川水系島田川［島田］ 

岩国 岩国市 
生見川流域=10.9，本郷川流域=15.9， 
宇佐川流域=20.3，木谷川流域=12.6， 
野谷川流域=7.3，根笠川流域=18.6， 
保木川流域=10，御庄川流域=15.1， 
由宇川流域=14.8，島田川流域=23.6， 
中山川流域=9.9，東川流域=13， 
笹見川流域=6，長野川流域=5.2 

宇佐川流域=（8，16.2）， 
根笠川流域=（9，18.6）， 
保木川流域=（5，10）， 
御庄川流域=（5，15.1）， 
錦川流域=（8，44.5）， 
門前川流域=（5，5.7）， 
島田川流域=（5，21.2）， 
東川流域=（5，13）， 
笹見川流域=（5，6）， 
長野川流域=（5，4.6） 

小瀬川［小川津・両国橋］， 
錦川水系錦川下流部［臥龍橋］， 
錦川水系錦川中流部［南桑］ 

和木町 
 ― 小瀬川［小川津・両国橋］ 

柳井・光 光市 
束荷川流域=5.9，田布施川流域=6.5 島田川流域=（8，22.8）， 

束荷川流域=（5，5.9） 
島田川水系島田川［島田］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準見直し及び気象庁基

準表との整合 
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（３－２－１１） 

別表５ 高潮警報・注意報発表基準 

 
 
  （３-２-１２） 

山口県の予報区域 

 

  図   

 

 

第２項 気象警報・注意報等及び気象情報に係る伝達 

 １ 気象台からの伝達系統図 （３－２－１３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柳井市 
由宇川流域=8.1，柳井川流域=8.9， 
土穂石川流域=6.3 

柳井川流域=（5，8.9） ― 

周防大島町 
屋代川流域=9.4，宮崎川流域=4.4， 
三蒲川流域=4.7 

三蒲川流域=（5，4.7） ― 

上関町 
 ― ― 

田布施町 
田布施川流域=12，灸川流域=6 ― ― 

平生町 
大内川流域=4.9 大内川流域=（5，4.9） ― 

萩・美祢 萩市 
橋本川流域=32.2，玉江川流域=5.9， 
阿武川流域=40.7，明木川流域=17.2， 
惣田川流域=9.5，佐々並川流域=15.4， 
日南瀬川流域=7.2，野戸呂川流域=7.1， 
蔵目喜川流域=10，立野川流域=7.6， 
庄屋川流域=6.2，大井川流域=18.3， 
福井川流域=5，須佐川流域=5.6， 
江津川流域=8.1，田万川流域=18.4， 
鈴野川流域=11.9，原中川流域=7.6 

玉江川流域=（7，5.9）， 
阿武川流域=（7，32.6）， 
明木川流域=（5，17.2）， 
蔵目喜川流域=（7，8）， 
大井川流域=（5，17.7）， 
須佐川流域=（7，4.5）， 
江津川流域=（5，8.1）， 
田万川流域=（5，16.1）， 
原中川流域=（7，6.1） 

― 

美祢市 
大田川流域=16.2，長田川流域=11.3， 
湯の上川流域=4.2，厚東川流域=19， 
青景川流域=7.7，河原上川流域=6.6， 
本郷川流域=6.5，麦川川流域=5.9， 
厚狭川流域=21.2，原川流域=9.9， 
伊佐川流域=9.8，日野川流域=6.9， 
三隅川流域=4.8 

麦川川流域=（6，5.8）， 
厚狭川流域=（5，21.2）， 
原川流域=（5，9.9）， 
伊佐川流域=（5，9.8） 

― 

阿武町 
大井川流域=12.6，郷川流域=10.2 大井川流域=（5，12.6） ― 

長門 長門市 
泉川流域=7，掛淵川流域=11.6， 
大坊川流域=9.8，久富川流域=6.4， 
深川川流域=16，大河内川流域=5.9， 
三隅川流域=13.6，木屋川流域=6.2 

掛淵川流域=（5，11）， 
深川川流域=（8，12.8）， 
木屋川流域=（5，6.2） 

― 

＊1 （表面雨量指数，流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表しています。 
 
 
（３－２－１１） 

別表５ 高潮警報・注意報発表基準                      平成 27 年 7 月 9 日現在 
 
 

（３-２-１２） 

山口県の予報区域 

 

  図   

平成 22 年 3 月 2 日現在   

 

第２項 気象警報・注意報等及び気象情報に係る伝達 

 １ 気象台からの伝達系統図 （３－２－１３） 
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第３項 関係機関による措置事項 （３－２－１９） 
  １ 気象警報・注意報等及び気象情報の伝達 

関係機関                       措          置        内        容 

市      

町    

 

 

 

 

 

 

 

 

気象警報・注意報等及び気象情報の伝達 

１ 気象警報・注意報等について、県、ＮＴＴから通報を受けたとき又は自ら知った 

 ときは、区域内の公共的団体、その他重要な施設の管理者、自主防災組織等に対し 

 て通報するとともに、直ちに、住民に周知する。 

    この場合、警察機関、消防機関、県出先機関等へ協力を要請するなどして、万全 

 の措置を講じるものとする。 

２ 住民等への、避難勧告・指示等の伝達広報手段、体制の確立が迅速に実施できる 

 よう、平常時から訓練等を行うなどして習熟しておくものとする。 

    また、伝達先等に漏れがないよう、平素から連絡系統、伝達先等再確認をしてお 

 くものとする。 

 

第４項 土砂災害警戒情報（気象業務法第 11 条､災害対策基本法第 40 条及び第 55 条､土砂災害防止法第 27条） 

（３－２－２０） 

 １ 土砂災害警戒情報の目的 

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険性が高まったときに、市町長が防災活動や住民等への避

難勧告等の災害応急対応を適時適切に行えるよう支援するとともに、住民の自主避難の判断を支援することを目

的とする。 

２ 土砂災害警戒情報の発表 

土砂災害警戒情報は、大雨警報を解説する気象情報のひとつであり、気象業務法第 11 条及び災害対策基本法第

40条及び第 55 条に基づき、下関地方気象台と県が共同で作成発表する。 

県は、市町の円滑な避難勧告等の発令判断に資するため、土砂災害防止法第 27 条に基づき、関係市町へ通知す

るとともに、一般に周知する。 

 

７ 土砂災害警戒情報に係る市町の対応 （３－２－２１） 

市町長は直ちに避難勧告等を発令することを基本とする。 

なお、避難勧告等の発令にあたっては、発令する区域の単位をあらかじめ決めておき、国及び県から提供され

るメッシュ情報等を踏まえ、危険度が高まっている区域に対し的確に発令するよう努めるものとする。 

 

第４項 土砂災害警戒情報（気象業務法第 11 条､災害対策基本法第 40 条及び第 55 条､土砂災害防止法第 27条） 

 ８ 土砂災害警戒情報の伝達 （３－２－２２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５項 土砂災害緊急情報（土砂災害防止法第 28 条、第 31 条） （３－２－２２） 

１ 土砂災害緊急情報の目的 

地すべりによる重大な土砂災害が急迫していると予想される場合に緊急調査を実施し、避難のための立退きの

勧告又は指示の判断に資するため、重大な土砂災害が急迫していると想定される土地の区域及び時期に関する情

報を関係市町長に通知するとともに、一般住民に周知することにより災害応急対応を適時適切に行えるよう支援

することを目的とする。 

第３項 関係機関による措置事項 （３－２－１９） 
  １ 気象警報・注意報等及び気象情報の伝達 

関係機関                       措          置        内        容 

市      

町    

 

 

 

 

 

 

 

 

気象警報・注意報等及び気象情報の伝達 

１ 気象警報・注意報等について、県、ＮＴＴから通報を受けたとき又は自ら知った 

 ときは、区域内の公共的団体、その他重要な施設の管理者、自主防災組織等に対し 

 て通報するとともに、直ちに、住民に周知する。 

    この場合、警察機関、消防機関、県出先機関等へ協力を要請するなどして、万全 

 の措置を講じるものとする。 

２ 住民等への、避難指示等の伝達広報手段、体制の確立が迅速に実施できるよう、 

平常時から訓練等を行うなどして習熟しておくものとする。 

    また、伝達先等に漏れがないよう、平素から連絡系統、伝達先等再確認をしてお 

 くものとする。 

 

第４項 土砂災害警戒情報（気象業務法第 11 条､災害対策基本法第 40 条及び第 55 条､土砂災害防止法第 27条） 

（３－２－２０） 

 １ 土砂災害警戒情報の目的 

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険性が高まったときに、市町長が防災活動や住民等への避難

指示等の発令等の災害応急対応を適時適切に行えるよう支援するとともに、住民の自主避難の判断を支援するこ

とを目的とする。 

２ 土砂災害警戒情報の発表 

土砂災害警戒情報は、大雨警報を解説する気象情報のひとつであり、気象業務法第 11 条及び災害対策基本法第

40条及び第 55 条に基づき、下関地方気象台と県が共同で作成発表する。 

県は、市町の円滑な避難指示等の発令判断に資するため、土砂災害防止法第 27 条に基づき、関係市町へ通知す

るとともに、一般に周知する。 

 

７ 土砂災害警戒情報に係る市町の対応 （３－２－２１） 

市町長は直ちに避難指示を発令することを基本とする。 

なお、避難指示等の発令にあたっては、発令する区域の単位をあらかじめ決めておき、国及び県から提供される

メッシュ情報等を踏まえ、危険度が高まっている区域に対し的確に発令するよう努めるものとする。 

 

第４項 土砂災害警戒情報（気象業務法第 11 条､災害対策基本法第 40 条及び第 55 条､土砂災害防止法第 27条） 

 ８ 土砂災害警戒情報の伝達 （３－２－２２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５項 土砂災害緊急情報（土砂災害防止法第 28 条、第 31 条） （３－２－２２） 

１ 土砂災害緊急情報の目的 

地すべりによる重大な土砂災害が急迫していると予想される場合に緊急調査を実施し、避難のための立退きの指

示の判断に資するため、重大な土砂災害が急迫していると想定される土地の区域及び時期に関する情報を関係市

町長に通知するとともに、一般住民に周知することにより災害応急対応を適時適切に行えるよう支援することを

目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伝達方法変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

下 関 地 方 気 象 台 山 口 県 警 察 本 部 

山 口 県 総 務 部 
（防災危機管理課） 

門 司 海 上 保 安 部 

中 国 地 方 整 備 局 
山口河川国道事務所 

防
災
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム 

オンライン 

中 国 地 方 整 備 局 
山口河川国道事務所 

防
災
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
等 

下 関 地 方 気 象 台 山 口 県 警 察 本 部 

山 口 県 総 務 部 
（防災危機管理課） 

門 司 海 上 保 安 部 

オンライン 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

 

第２節 災害情報収集・伝達計画 

第１項 情報収集・伝達連絡系統 

２ 防災関係機関等の措置 （３－２－２８） 

災害発生時には、各防災機関は、積極的に所属職員を動員し、又は関係機関の協力を得て災害応急対策に必要

な情報及び被害状況を収集するとともに、速やかに関係機関に伝達するものとする。 

 
区      分 

 
内                                  容 

 
市    町 

３ 被害報告 
    被害報告は、全体の被害状況が判明してからの報告では、国、県が実施する市町へ 
 の応援活動に支障をきたすため、災害が発生した場合は、直ちに判明した範囲の災害 
 の態様を通報するとともに、災害に対してとった措置の概要を県に速報し、応援の必 
 要性等を連絡する。 
    ただし､通信の途絶等により県に連絡できない場合は消防庁へ連絡するものとする｡ 
  (1) 被害発生速報 
      次の重要被害について、発生の都度、発生後直ちにその概要を文書又は電話等に 
   より報告する。特に、死傷者、住家被害を優先的に取り扱う。 

 
人的被害 

（略） 

 
家屋被害 

（略） 

 
その他被害 

（略） 

 
避難措置 

 
市町が立退きを勧告又は指示した場合、警察官、海上

保安官、水防管理者等が避難措置を行ったことの通知

を受けた場合 
 
災害対策本

部設置状況 
（略） 

 
 

 

第２節 災害情報収集・伝達計画 

第１項 情報収集・伝達連絡系統 

２ 防災関係機関等の措置 

（３－２－３０） 

区      分 内                                  容 

県 １ 情報収集体制                                                    

  (1) 被害状況の把握 

   ア～オ （略） 

    カ 被害程度に応じ、防災危機管理課は東京営業本部と連絡を保ち、政府機関等からの情報

収集を行う。 

  キ～サ （略） 

２  情報の伝達 （略） 

３  政府機関に対する報告、通報 

  (1) 報告等の必要な災害 （略）     

  (2) 報告先  

表 （略） 

   ※ 国へ報告したときは、併せて東京営業本部に通報するものとする。 

 

 

第２節 災害情報収集・伝達計画 

第１項 情報収集・伝達連絡系統 

２ 防災関係機関等の措置 （３－２－２８） 

災害発生時には、各防災機関は、積極的に所属職員を動員し、又は関係機関の協力を得て災害応急対策に必要な

情報及び被害状況を収集するとともに、速やかに関係機関に伝達するものとする。 

 
区      分 

 
内                                  容 

 
市    町 

３ 被害報告 
    被害報告は、全体の被害状況が判明してからの報告では、国、県が実施する市町へ 
 の応援活動に支障をきたすため、災害が発生した場合は、直ちに判明した範囲の災害 
 の態様を通報するとともに、災害に対してとった措置の概要を県に速報し、応援の必 
 要性等を連絡する。 
    ただし､通信の途絶等により県に連絡できない場合は消防庁へ連絡するものとする｡ 
  (1) 被害発生速報 
      次の重要被害について、発生の都度、発生後直ちにその概要を文書又は電話等に 
   より報告する。特に、死傷者、住家被害を優先的に取り扱う。 

 
人的被害 

（略） 

 
家屋被害 

（略） 

 
その他被害 

（略） 

 
避難措置 

 
市町が立退きを指示した場合、警察官、海上保安官、

水防管理者等が避難措置を行ったことの通知を受けた

場合 
 
災害対策本

部設置状況 
（略） 

 
 

 

第２節 災害情報収集・伝達計画 

第１項 情報収集・伝達連絡系統 

２ 防災関係機関等の措置 

（３－２－３０） 

区      分 内                                  容 

県 １ 情報収集体制                                                    

  (1) 被害状況の把握 

   ア～オ （略） 

    カ 被害程度に応じ、防災危機管理課は東京事務所と連絡を保ち、政府機関等からの情報収

集を行う。 

  キ～サ （略） 

２  情報の伝達 （略） 

３  政府機関に対する報告、通報 

  (1) 報告等の必要な災害 （略）     

  (2) 報告先  

表 （略） 

   ※ 国へ報告したときは、併せて東京事務所に通報するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

 

３ 人的被害、住家被害、火災に関する情報の収集・伝達（推定情報を含む。） （３－２－３１） 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 

総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

なお、人的被害の数について広報を行う際には、市町と密接に連携しながら適切に行うものとする。 

                                                              

           総務部本部室班                                           消防庁 

         （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                             東京営業本部 

 

４ 避難者数、避難所の場所等に関する情報の収集・伝達 （３－２－３２） 

(1) 収集（略） 

 (2) 伝達 

総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                            関係対策部 

                                                                        東京営業本部 

 

５ 農林業関係の被害及び応急対策の状況に関する情報の収集・伝達 

 (1) 収集（略） 

(2) 伝達 

総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

総務部本部室班                                              関係対策部 

          （防災危機管理課）                                            東京営業本部 

 

６ 医療機関の被災状況・稼働状況に関する情報の収集・伝達 （３－２－３３） 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 

総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                            関係対策部 

                                                                        東京営業本部 

 

７ 道路の被害、応急対策の状況及び交通状況に関する情報の収集・伝達 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 

          総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                                      東京営業本部 

 

 

 

３ 人的被害、住家被害、火災に関する情報の収集・伝達（推定情報を含む。） （３－２－３１） 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 

総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

なお、人的被害の数について広報を行う際には、市町と密接に連携しながら適切に行うものとする。 

                                                              

           総務部本部室班                                           消防庁 

         （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                             東京事務所 

 

４ 避難者数、避難所の場所等に関する情報の収集・伝達 （３－２－３２） 

(1) 収集（略） 

 (2) 伝達 

総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                            関係対策部 

                                                                        東京事務所 

 

５ 農林業関係の被害及び応急対策の状況に関する情報の収集・伝達 

 (1) 収集（略） 

(2) 伝達 

総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

総務部本部室班                                              関係対策部 

          （防災危機管理課）                                            東京事務所 

 

６ 医療機関の被災状況・稼働状況に関する情報の収集・伝達 （３－２－３３） 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 

総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                            関係対策部 

                                                                        東京事務所 

 

７ 道路の被害、応急対策の状況及び交通状況に関する情報の収集・伝達 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 

          総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                                      東京事務所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 
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８ 港湾・漁港の被害、応急対策の状況及び海上交通状況に関する情報の収集・伝達 （３－２－３４） 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 

          総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                                      東京営業本部 

 

９ 空港の被害及び応急対策の状況に関する情報の収集・伝達 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 （３－２－３５） 

          総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                                      東京営業本部 

 

１０ 鉄道の被害及び応急対策の状況に関する情報の収集・伝達 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 

          総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                                      東京営業本部 

 

１１ 電気、上下水道、電話の被害及び応急対策の状況に関する情報の収集及び伝達 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 （３－２－３６） 

          総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                                      東京営業本部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 港湾・漁港の被害、応急対策の状況及び海上交通状況に関する情報の収集・伝達 （３－２－３４） 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 

          総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                                      東京事務所 

 

９ 空港の被害及び応急対策の状況に関する情報の収集・伝達 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 （３－２－３５） 

          総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                                      東京事務所 

 

１０ 鉄道の被害及び応急対策の状況に関する情報の収集・伝達 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 

          総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                                      東京事務所 

 

１１ 電気、上下水道、電話の被害及び応急対策の状況に関する情報の収集及び伝達 

(1) 収集（略） 

(2) 伝達 （３－２－３６） 

          総務部本部室班（防災危機管理課）は、収集した情報を次のルートで伝達する。 

 

            総務部本部室班                                              消防庁 

          （防災危機管理課）                                           関係対策部 

                                                                      東京事務所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

第３節  通信運用計画 

第１項 通信の確保 

３ 通信手段の確保が困難な場合 

(2) 防災関係機関の無線通信の利用 （３－２－３９） 

 防災機関は、激甚な災害が発生し、自己の無線通信機能が不通になったときは、代替無線設備の配備、あるいは、

他の機関が設置している無線通信を使用（非常通信）するなどして必要な通信を確保する。 

事    項 措   置   事   項 

２非常通信の利用   県、市町及び防災関係機関は、有線通信が途絶し、利用することができな

いとき又は利用することが著しく困難であるときは、他機関の無線通信施設

を利用し通信の確保を図るものとする。 

  この場合の要件としては、台風、洪水、雪害、火災、暴動その他非常事態

が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人命の救助、災害の救

援、交通通信の確保又は秩序の維持のために行われる場合に限られる。 

 

(1)～(4) （略） 

(5) 非常無線・有線に共通する事項 

ア （略） 

   イ  非常通信として取扱う通信の内容 

       非常通信（無線・有線）として取扱える通信の内容は、次に掲げる

もの又はこれに準ずるものであればよいことになっている。 

    (ｱ)～(ｻ) （略） 

(ｼ)  救助法第 24条及び災対法第 71 条第１項の規定に基づき、都道府

県知事から医療、土木建築工事又は輸送関係者に対して発する従事

命令に関するもの 

 

 

第５節 広報計画 

第２項 災害時の広報活動 

３ 情報、資料の収集及び広報資料の作成 

(3) 災害広報の実施方法等（３－２－４９） 

災害広報の実施概要は下記のとおりであるが、適時適切な判断のもと多様な広報手段を活用し実施するもので

あること。 

広報対象 広    報    事    項 実施主体 広  報  手  段 備      考 

国の関係省庁 

への広報 

(1) 被害の状況 

(2) 応急対策、応急救助の 

  実施状況 

県 

指定地方行政 

機関・指定地 

方公共機関等 

(1) ビデオ・映画等 

(2) 写真・写真グラフ 

(3) 広報紙(誌) 

(4) スライド 

(5) 新聞スクラップ 

東京営業本部 

経由 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節  通信運用計画 

第１項 通信の確保 

３ 通信手段の確保が困難な場合 

(2) 防災関係機関の無線通信の利用 （３－２－３９） 

 防災機関は、激甚な災害が発生し、自己の無線通信機能が不通になったときは、代替無線設備の配備、あるいは、

他の機関が設置している無線通信を使用（非常通信）するなどして必要な通信を確保する。 

事    項 措   置   事   項 

２非常通信の利用   県、市町及び防災関係機関は、有線通信が途絶し、利用することができな

いとき又は利用することが著しく困難であるときは、他機関の無線通信施設

を利用し通信の確保を図るものとする。 

  この場合の要件としては、地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動そ

の他非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人命の救

助、災害の救援、交通通信の確保又は秩序の維持のために行われる場合に限

られる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 非常無線・有線に共通する事項 

ア （略） 

   イ  非常通信として取扱う通信の内容 

       非常通信（無線・有線）として取扱える通信の内容は、次に掲げる

もの又はこれに準ずるものであればよいことになっている。 

    (ｱ)～(ｻ) （略） 

(ｼ)  救助法第７条及び災対法第 71 条第１項の規定に基づき、都道府県知事

から医療、土木建築工事又は輸送関係者に対して発する従事命令に関するも

の 

 

 

第５節 広報計画 

第２項 災害時の広報活動 

３ 情報、資料の収集及び広報資料の作成 

(3) 災害広報の実施方法等（３－２－４９） 

災害広報の実施概要は下記のとおりであるが、適時適切な判断のもと多様な広報手段を活用し実施するものであ

ること。 

広報対象 広    報    事    項 実施主体 広  報  手  段 備      考 

国の関係省庁 

への広報 

(1) 被害の状況 

(2) 応急対策、応急救助の 

  実施状況 

県 

指定地方行政 

機関・指定地 

方公共機関等 

(1) ビデオ・映画等 

(2) 写真・写真グラフ 

(3) 広報紙(誌) 

(4) スライド 

(5) 新聞スクラップ 

東京事務所 

経由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 第４章 救助・救急、医療等活動計画 

  第２節 医療等活動計画 

   第２項 医療救護体制 

    １ 医療救護活動 

    (2) 機関別活動内容 （３－４－６） 

     ウ 中国四国厚生局 

独立行政法人国立病院機構等関係機関と調整を行う。 

  

第５項 医薬品・医療資器材の補給 

１ 医薬品等の供給体制 （３－４－１３） 

【県（健康福祉部）・市町・日赤山口県支部】 

（追加） 

 

(1) 医薬品等の使用及び補給経路 

ア 緊急初動時の医療及び助産のために必要な医薬品、衛生材料及び医療機器は、当該業務に従事する医療機関

の手持ち品を繰替使用する。 

 

イ 補給体制 （３－４－１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第５章  避難計画 

基本的な考え方 （３－５－１） 

災害発生のおそれがある場合及び災害が発生した場合に、安全が確保されるまでの間あるいは住家が被害を受け復旧

がなされるまでの間、当面の居所を確保することは、住民の安全を確保するとともに、精神的な安心につながることか

ら、的確な避難誘導、避難所の開設等について定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 救助・救急、医療等活動計画 

  第２節 医療等活動計画 

   第２項 医療救護体制 

    １ 医療救護活動 

    (2) 機関別活動内容 （３－４－６） 

     ウ 中国四国厚生局 

独立行政法人国立病院機構等関係機関と情報共有を行う。 

 

第５項 医薬品・医療資器材の補給 

１ 医薬品等の供給体制 （３－４－１３） 

【県（健康福祉部）・市町・山口県赤十字血液センター】 

(1) 薬剤師の派遣要請 

必要に応じ、県薬剤師会に対し、災害薬事コーディネーター及び薬剤管理班の派遣を要請する。 

(2) 医薬品等の使用及び補給経路 

ア 緊急初動時の医療及び助産のために必要な医薬品、衛生材料及び医療機器は、当該業務に従事する医療機関

の手持ち品を繰替使用する。 

 

イ 補給体制 （３－４－１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章  避難計画 

基本的な考え方 （３－５－１） 

災害発生のおそれがある場合及び災害が発生した場合に、安全が確保されるまでの間あるいは住家が被害を受け復旧が

なされるまでの間、当面の居所を確保することは、住民の安全を確保するとともに、精神的な安心につながることから、

的確な避難誘導、避難所の開設等について定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

誤記修正 

災害薬事コーディネータ

ー等の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災 害 救 助 部 

薬 務 班 医 務 班 

日 赤 山 口 県 支 部 

中国・四国・九州各県 

（報告） （連絡） 

（ 連 絡 ・ 調 整 ） 
災 害 救 助 部 

薬 務 班 医 務 班 

山口県赤十字血液センター 

中国・四国・九州各県 

（報告）（連絡） 

（ 連 絡 ・ 調 整 ） 

避難勧告等 

避難の実施機関及び 

実施体制 

避難の勧告・指示権者及び時期 

避難準備（要配慮者避難）情報 

避難勧告等の基準 

避難勧告等の解除 

県の実施する避難措置 

避難勧告等の区分 

避難勧告等の伝達 

県による避難勧告等の伝達 

避難指示等 

避難の実施機関及び 

実施体制 

避難の指示権者及び時期 

高齢者等避難 

避難指示等の基準 

県の実施する避難措置 

避難指示等の区分 

避難指示等の伝達 

県による避難指示等の伝達 

避難指示等の解除 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第１節 避難勧告等 （３－５－２） 

第１項 避難の実施機関及び実施体制 

  【市町長・知事・警察官・海上保安官・自衛官・水防管理者】 

１ 避難の勧告・指示権者及び時期 

指示権者 勧告権者 関 係 法 令      
対象となる災害の内容            
    （要件・時期） 

勧 告 又 は      
指示の対象 

勧 告 又 は      
指示の内容 

取 る べ き      
措   置 

 

市町長 

(委任を受けた吏 

員又は消防職員) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町長 

(委任を受けた吏 

員又は消防職員) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災対法 

第60条 

第１項 

 

 

 

 

 

 

 

第３項 

 

 

 

 

 

全災害 

・災害が発生し又は発生 

  のおそれがある場合 

・人の生命又は身体を災 

  害から保護し、その他 

  災害の拡大を防止する 

  ため特に必要があると 

  認めるとき 

・急を要すると認めると 

 き 

・避難のための立退きを 

行うことによりかえっ 

て人の生命又は身体に 

危険が及ぶおそれがあ 

ると認めるとき 

 

 

 

必要と認め 

る地域の居 

住者、滞在 

者その他の 

者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立退きの勧 

告、指示 

 

立退き先の 

指示 

 

 

 

 

 

屋内での待

避等の安全

確保措置の

指示 

 

 

県知事に報 

告(窓口防災危機管理

課) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
知 事     

(委任を受けた吏 

員) 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
災対法 

第60条 

第６項 

 

 

 

 
・災害が発生した場合に 

  おいて、当該災害によ 

  り市町がその全部又は 

 大部分の事務を行うこ 

 とができなくなった場 

 合 

 
  同  上 

 

 

 

 

 

 
  同  上 

 

 

 

 

 

 
事務代行の 

公示 

 

 

 

 
 
警 察 官     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

災対法 

第61条 

 

 

 

 

 

警察官職務 

執行法 

第４条 

 

 
 

 
 

 
全災害 

・市町長が避難のための 

 立退き又は屋内での待 

避等の安全確保措置を 

指示することができな 

いと認めるとき又は市 

町長から要求があった 

とき 

・重大な被害が切迫した 

  と認めるとき又は急を 

  要する場合において危 

  害を受けるおそれのあ 

  る場合 
 

 
 

 
  同  上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

立退き又は

屋内での待

避等の安全

確保措置の

指示 

 

 

 

警告を発す 

ること 

 

必要な限度 

で避難の指 
示(特に急を要する 

場合) 
 

 
災対法第61 

条による場 

合は、市町 

長に通知 

(市町長は知事に報 

告) 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

第１節 避難指示等 （３－５－２） 

第１項 避難の実施機関及び実施体制 

  【市町長・知事・警察官・海上保安官・自衛官・水防管理者】 

１ 避難の指示権者及び時期 

指示権者 （削除） 関 係 法 令      
対象となる災害の内容            
    （要件・時期） 

指示の対象 指示の内容 取 る べ き      
措   置 

 

市町長 

(委任を受けた吏 

員又は消防職員) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災対法 

第60条 

第１項 

 

 

 

 

 

 

 

第３項 

 

 

 

 

 

全災害 

・災害が発生し又は発生 

  のおそれがある場合 

・人の生命又は身体を災 

  害から保護し、その他 

  災害の拡大を防止する 

  ため特に必要があると 

  認めるとき 

（削除） 

 

・避難のための立退きを 

行うことによりかえっ 

て人の生命又は身体に 

危険が及ぶおそれがあ 

り、かつ、事態に照ら 

し緊急を要すると認め 

るとき 

 

必要と認め 

る地域の必 

要と認める 

居住者等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立退きの指 

示 

 

立退き先の 

指示 

 

 

 

 

 

緊急安全確

保措置の指

示 

 

 

県知事に報 

告(窓口防災危機管理

課) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
知 事     

(委任を受けた吏 

員) 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 
災対法 

第60条 

第６項 

 

 

 

 
・災害が発生した場合に 

  おいて、当該災害によ 

  り市町がその全部又は 

 大部分の事務を行うこ 

 とができなくなった場 

 合 

 
  同  上 

 

 

 

 

 

 
  同  上 

 

 

 

 

 

 
事務代行の 

公示 

 

 

 

 
 
警 察 官     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

災対法 

第61条 

 

 

 

 

 

警察官職務 

執行法 

第４条 

 

 
 

 
 

 
全災害 

・市町長が避難のための 

立退き又は緊急安全確 

保措置を指示すること 

ができないと認めると 

き又は市町長から要求 

があったとき 

 

・重大な被害が切迫した 

  と認めるとき又は急を 

  要する場合において危 

  害を受けるおそれのあ 

  る場合 
 

 
 

 
  同  上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

立退き又は

緊急安全確

保措置の指

示 

 

 

 

 

警告を発す 

ること 

 

必要な限度 

で避難の指 
示(特に急を要する 

場合) 
 

 
災対法第61 

条による場 

合は、市町 

長に通知 

(市町長は知事に報 

告) 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 
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現 行 修 正 案 備 考 

  （３－５－３） 

指示権者 勧告権者 関 係 法 令      
対象となる災害の内容            
    （要件・時期） 

勧 告 又 は      
指示の対象 

勧 告 又 は      
指示の内容 

取 る べ き      
措   置 

海上保安 

官 

  

災対法 

第61条 

 

 

 

 

 

海上保安庁

法 

第18条 

 

 

 

 

 

 

 

全災害 

・市町長が避難のための 

 立退き又は屋内での待 

避等の安全確保措置を 

指示することができな 

いと認めるとき又は市 

町長から要求があった 

とき 

・天災事変等危険な事態 

がある場合であって、 

人の生命身体に危険が 

及び、又は財産に重大 

な損害を及ぼすおそれ 

があり、かつ急を要す 

るとき 

 

 

 

必要と認め 

る地域の居 

住者、滞在 

者その他の 

者 

 

 

 

船舶、船舶 

の乗組員、 

旅客その他 

船内にある 

者 

 

 

 

 

 

立退き又は

屋内での待

避等の安全

確保措置の

指示 

 

 

 

船舶の進行

、停止、指

定場所への

移動 

乗組員、旅

客等の下船

、下船の禁

止 

その他必要

な措置 

  同  上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自衛官 
 

 （略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

知    事 

(その命を受けた 

県職員) 
 

 
（略） 

 
（略） 

 
（略） 

 
（略） 

 
（略） 

 

知  事 

（その命を受けた県職

員） 

水防管理 

者 

 
（略） 

 
（略） 

 
（略） 

 
（略） 

 
（略） 

 

    （注）１「勧告」とは、その地域の住民が、その「勧告」を尊重することを期待して、避難のための立退 

きを勧め又は促す行為をいう。 

２「指示」とは、被害の危険が目前に切迫している場合等に発せられ、「勧告」よりも拘束力が強 

く、住民を避難のため立退かせるためのものをいう。 

 

２ 避難準備・高齢者等避難開始 （３－５－３） 

市町長は、人的被害の発生する可能性が高まり、一般住民に対して避難準備を呼びかける必要があるとき、又

は避難行動要支援者をはじめとする要配慮者等、特に避難行動に時間を要する者が避難行動を開始する必要がある

とき、必要と認める地域の居住者、滞在者等に対し、避難準備・高齢者等避難開始を発令するものとする。 

３ 避難勧告等の基準 

避難勧告等の基準は、あらかじめ市町長が、管内の地理的、社会的条件、発生する災害の想定に基づき、避難

措置関係機関（警察署等）の協力を得て、市町防災計画に定める。 

一般的な例示としては、次の事態を挙げることができる。 

 

 

 

 

 

 

  （３－５－３） 

指示権者 （削除） 関 係 法 令      
対象となる災害の内容            
    （要件・時期） 

指示の対象 指示の内容 取 る べ き      
措   置 

海上保安 

官 

（削除）  

災対法 

第61条 

 

 

 

 

 

海上保安庁

法 

第18条 

 

 

 

 

 

 

 

全災害 

・市町長が避難のための 

 立退き又は緊急安全 

確保措置を指示するこ 

とができないと認める 

とき又は市町長から要 

求があったとき 

 

・天災事変等危険な事態 

がある場合であって、 

人の生命身体に危険が 

及び、又は財産に重大 

な損害を及ぼすおそれ 

があり、かつ急を要す 

るとき 

 

 

 

必要と認め 

るの地域の 

必要と認め 

る居住者等 

 

 

 

 

船舶、船舶 

の乗組員、 

旅客その他 

船内にある 

者 

 

 

 

 

 

立退き又は

緊急安全確

保措置の指

示 

 

 

 

 

船舶の進行

、停止、指

定場所への

移動 

乗組員、旅

客等の下船

、下船の禁

止 

その他必要

な措置 

  同  上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自衛官 
 

（削除） （略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

知    事 

(その命を受けた 

県職員) 
 

（削除） 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

知  事 

（その命を受けた県職

員） 

水防管理 

者 

（削除） 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

    （削除） 

 

 

 

 

２ 高齢者等避難 （３－５－３） 

市町長は、人的被害の発生する可能性が高まり、一般住民に対して避難準備を呼びかける必要があるとき、又は

避難行動要支援者をはじめとする要配慮者等、特に避難行動に時間を要する者が避難行動を開始する必要があると

き、必要と認める地域の居住者、滞在者等に対し、高齢者等避難を発令するものとする。 

３ 避難指示等の基準 

避難指示等の発令基準は、あらかじめ市町長が、管内の地理的、社会的条件、発生する災害の想定に基づき、

避難措置関係機関（警察署等）の協力を得て、市町防災計画に定める。 

一般的な例示としては、次の事態を挙げることができる。なお、避難情報に関するガイドライン（内閣府）も

参考に発令基準を設定するものとする。 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 
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現 行 修 正 案 備 考 

４ 県の実施する避難措置 （３－５－４） 

(1) 市町が行う避難誘導の指導・応援協力 

災害が発生した場合、現地に派遣された県職員は、市町の行う避難誘導が円滑に行われるよう次の措置をと

る。 

ア 管内市町の避難勧告等の状況を把握し、総務部本部室班（防災危機管理課）に報告する。 

イ 市町から資機材、人員の協力要請があった場合、必要な応援を行う。 

ウ 市町から求めがあった場合、避難指示（緊急）又は避難勧告の対象地域、判断時期等について助言する。

なお、県は、時期を失することなく避難勧告等が発令されるよう、市町に積極的に助言するものとする。 

(2) 知事による避難の指示等の代行 

知事は、県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の発生により市町がその全部又は大部分の

事務を行うことができなくなったときは、避難のための立退きの勧告及び指示に関する措置の全部又は一部を

当該市町長に代わって実施するものとする。 

(3)～(5) （略） 

５ 避難勧告等の区分 

避難勧告等の決定に際して最も重要なことは、災害情報の迅速な収集とその情報に基づく判断にある。 

また、発令のタイミングは、要配慮者に十分配慮するものとする。 

なお、市町は、指定地方行政機関又は県に対し、避難指示（緊急）又は避難勧告の対象地域、判断時期等につ

いて助言を求めることができる。また、指定地方行政機関又は県は、市町から助言を求められたときは、必要な

助言をする。 

 

６ 避難勧告等の伝達 （３－５－５） 

避難勧告等は、次の事項について、その内容を明らかにして実施する。 

(1)  避難勧告等を行った市町長等は、速やかに、その内容を市町防災行政無線、広報車、報道機関の協力等あら

ゆる広報手段を通じ又は直接住民に対し、周知する。避難の必要がなくなった場合も同様とする。 

この場合、情報の伝わりにくい要配慮者への伝達や夜間における伝達には、特に配慮するものとする。 

また、利用者が入所、入院する社会福祉施設、病院等に対しては、特に当該施設とあらかじめ定められた情

報伝達手段により、確実に伝達する。 

(2)～(3) （略）  

７ 県による避難勧告等の伝達 

県は本編第３編第２章第２節「災害情報収集・伝達計画」により放送機関に対する放送要請等の方法により、

浸水、高潮、斜面崩壊等からの避難や市街地火災等からの避難など広域的、緊急の避難勧告等を伝達する。 

８ 避難勧告等の解除 

避難勧告等の解除にあたっては、市町は、十分に安全性の確認に努めるものとする。 

なお、土砂災害防止法第３２条に基づき、市町から助言を求められたときは、国又は県は必要な助言をする。 

 

第２項 警戒区域の設定 

１～２ （略） 

３ 警戒区域設定の伝達 

警戒区域の設定を行った者は、避難勧告等と同様、住民及び関係機関にその内容を伝達するものとする。 

 

第３項 避難誘導 

  【市町・警察署・消防署・消防団・自主防災組織等】 

避難勧告等が出された場合、市町は、人命の安全を第一とし警察署及び消防署・消防団、自主防災組織等の協力

を得て、一定の地域又は自治会（町内会）、事業所単位に集団の形成を図り、誘導員のもとに次により避難させる。 

 

 

 

４ 県の実施する避難措置 （３－５－４） 

(1) 市町が行う避難誘導の指導・応援協力 

災害が発生した場合、現地に派遣された県職員は、市町の行う避難誘導が円滑に行われるよう次の措置をと

る。 

ア 管内市町の避難指示等の状況を把握し、総務部本部室班（防災危機管理課）に報告する。 

イ 市町から資機材、人員の協力要請があった場合、必要な応援を行う。 

ウ 市町から求めがあった場合、避難指示の対象地域、判断時期等について助言する。なお、県は、時期を失す

ることなく避難指示等が発令されるよう、市町に積極的に助言するものとする。 

(2) 知事による避難の指示等の代行 

知事は、県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の発生により市町がその全部又は大部分の事

務を行うことができなくなったときは、避難のための立退き又は緊急安全確保の指示に関する措置の全部又は

一部を当該市町長に代わって実施するものとする。 

(3)～(5) （略） 

５ 避難指示等の区分 

避難指示等の決定に際して最も重要なことは、災害情報の迅速な収集とその情報に基づく判断にある。 

また、発令のタイミングは、要配慮者に十分配慮するものとする。 

なお、市町は、指定地方行政機関又は県に対し、避難指示等の対象地域、判断時期等について助言を求めるこ

とができる。また、指定地方行政機関又は県は、市町から助言を求められたときは、必要な助言をする。 

 

 

６ 避難指示等の伝達 （３－５－５） 

避難指示等の発令は、次の事項について、その内容を明らかにして実施する。 

(1)  避難指示等を発令した市町長等は、速やかに、その内容を市町防災行政無線、広報車、報道機関の協力等あ

らゆる広報手段を通じ又は直接住民に対し、周知する。避難の必要がなくなった場合も同様とする。 

この場合、情報の伝わりにくい要配慮者への伝達や夜間における伝達には、特に配慮するものとする。 

また、利用者が入所、入院する社会福祉施設、病院等に対しては、特に当該施設とあらかじめ定められた情

報伝達手段により、確実に伝達する。 

(2)～(3) （略）  

７ 県による避難指示等の伝達 

県は本編第３編第２章第２節「災害情報収集・伝達計画」により放送機関に対する放送要請等の方法により、

浸水、高潮、斜面崩壊等からの避難や市街地火災等からの避難など広域的、緊急の避難指示等を伝達する。 

８ 避難指示等の解除 

避難指示等の解除にあたっては、市町は、十分に安全性の確認に努めるものとする。 

なお、土砂災害防止法第３２条に基づき、市町から助言を求められたときは、国又は県は必要な助言をする。 

 

第２項 警戒区域の設定 

１～２ （略） 

３ 警戒区域設定の伝達 

警戒区域の設定を行った者は、避難指示等と同様、住民及び関係機関にその内容を伝達するものとする。 

 

第３項 避難誘導 

  【市町・警察署・消防署・消防団・自主防災組織等】 

避難指示等が発令された場合、市町は、人命の安全を第一とし警察署及び消防署・消防団、自主防災組織等の協力

を得て、一定の地域又は自治会（町内会）、事業所単位に集団の形成を図り、誘導員のもとに次により避難させる。 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 
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現 行 修 正 案 備 考 

  第２節 避難所の設置運営 

第１項 避難所の開設・運営 

２ 避難所の管理・運営 

（３－５－７） 

(6) 避難所の運営にあたっては、照明、換気等の生活環境や情報伝達、さらには、避難が長期化する場合のプライ

バシーの確保、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮する。 

特に、高齢者、障害者、妊産婦等の生活環境の確保や健康状態の把握、情報提供等には十分配慮するととも

に、必要に応じ福祉施設等への入所、ホームヘルパーの派遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランティア団

体等の協力を得つつ計画的に実施するものとする。 

(7) やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、生活環境の確保が図られるよう努めるものと

する。 

(8) 避難者の健全な住生活の早期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供等により、避難所の早期解消に努める

ことを基本とする。 

 

 

 

 

第２項 避難所に収容する被災者の範囲 （３－５－７） 

１ （略） 

２ 災害によって現に被害を受けるおそれがある者 

(1) 避難勧告等が発せられた場合 

(2) 避難勧告等は発せられていないが、緊急に避難する必要がある場合 

（注）・ 被害を受けるおそれがあって避難所に収容された者は、その被害を受けるおそれが解消したときは、

直ちに、退所しなければならない。（災害救助法の基準） 

・ 収容に際しては、物資配給の便宜等を考慮し、できるかぎり同一町内、単位等にまとめることが望

ましい。 

 

 

第７章 応援要請計画 

第１節 相互応援協力計画 

第２項 防災関係機関相互協力 

１ 相互協力体制 

(2) 県がとる相互協力措置 （３－７－４） 

エ 知事は、被災市町がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、被災市町が実施すべ

き応急措置のうち特に急を要する重大な事項について、被災市町長に代わって実施することになる。 

 

特に急を要する応 

急処置 

 

１  災対法第６０条第５項（避難の指示等） 

２～４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第２節 避難所の設置運営 

第１項 避難所の開設・運営 

（３－５－７） 

２ 避難所の管理・運営 

(6) 避難所の運営にあたっては、照明、換気等の生活環境や情報伝達、さらには、避難が長期化する場合のプライ

バシーの確保、男女のニーズの違い等多様な主体の視点等に配慮する。 

特に、高齢者、障害者、妊産婦等の生活環境の確保や健康状態の把握、情報提供等には十分配慮するとともに、

必要に応じ福祉施設等への入所、ホームヘルパーの派遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランティア団体等

の協力を得つつ計画的に実施するものとする。 

(7) やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、生活環境の確保が図られるよう努めるものと

する。 

(8) 避難者の健全な住生活の早期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供等により、避難所の早期解消に努める

ことを基本とする。 

(9) 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について，防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して，必要な

措置を講じるよう努めるものとする。 

 

 

第２項 避難所に収容する被災者の範囲 （３－５－７） 

１ （略） 

２ 災害によって現に被害を受けるおそれがある者 

(1) 避難指示等が発せられた場合 

(2) 避難指示等は発せられていないが、緊急に避難する必要がある場合 

（注）・ 被害を受けるおそれがあって避難所に収容された者は、その被害を受けるおそれが解消したときは、

直ちに、退所しなければならない。（災害救助法の基準） 

・ 収容に際しては、物資配給の便宜等を考慮し、できるかぎり同一町内、単位等にまとめることが望ま

しい。 

 

 

第７章 応援要請計画 

第１節 相互応援協力計画 

第２項 防災関係機関相互協力 

１ 相互協力体制 

(2) 県がとる相互協力措置 （３－７－４） 

エ 知事は、被災市町がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、被災市町が実施すべき

応急措置のうち特に急を要する重大な事項について、被災市町長に代わって実施することになる。 

 

特に急を要する応 

急処置 

 

１  災対法第６０条第６項（避難の指示等） 

２～４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５次男女共同参画基本

計画や「避難所運営マニ

ュアル作成のための基本

指針」等との整合 

 

 

 

 

防災基本計画の修正 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

第２節 自衛隊災害派遣要請計画 

第１項 災害派遣要請の範囲と対象となる災害 

２ 災害派遣の範囲 

(2) 災害派遣時に実施する活動内容 （３－７－１０） 

救助活動区分 活        動        内        容 

被 害 状 況 の 把 握       車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行い、被害の状況を

把握 

避 難 の 援 助          避難勧告・指示が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合で必要があると

きは、避難者の誘導、輸送等を行い、避難を援助 

 

 

第８章  緊急輸送計画 

基本的な考え方 （３－８－１） 

災害発生時において、救出・救助活動、消火活動、救援物資・要員輸送等各種の災害応急対策活動の実施に当たって、

緊急輸送の果たす役割は極めて重要である。 

緊急輸送の確保は、情報の収集・伝達と並んであらゆる災害応急対策活動の基盤であり、緊急輸送ネットワークの整

備、道路啓開、輸送車両等の確保について定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 緊急輸送ネットワークの整備 

第１項 緊急輸送道路等緊急輸送施設の指定 

１ 緊急輸送施設等の指定 （３－８－２） 

(1) 道 路 

県は、県庁、広域輸送拠点、市町庁舎及び隣接県並びに災害拠点病院等とを接続し、また、これを補完する

道路を緊急輸送道路として指定する。 

指定基準 

ア～ウ （略） 

エ 救援物資等の備蓄倉庫及び集積地点を結ぶ道路 

オ その他主要な道路 

 

 

第３項 広域輸送拠点の整備 （３－８－２） 

１～３ （略） 

（追加） 

 

 

 

 

 

４ 県外拠点の確保 

 

第２節 自衛隊災害派遣要請計画 

第１項 災害派遣要請の範囲と対象となる災害 

２ 災害派遣の範囲 

(2) 災害派遣時に実施する活動内容 （３－７－１０） 

救助活動区分 活        動        内        容 

被 害 状 況 の 把 握       車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行い、被害の状況を

把握 

避 難 の 援 助          避難指示等が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合で必要があるときは、

避難者の誘導、輸送等を行い、避難を援助 

 

 

第８章  緊急輸送計画 

基本的な考え方 （３－８－１） 

災害発生時において、救出・救助活動、消火活動、救援物資・要員輸送等各種の災害応急対策活動の実施に当たって、

緊急輸送の果たす役割は極めて重要である。 

緊急輸送の確保は、情報の収集・伝達と並んであらゆる災害応急対策活動の基盤であり、緊急輸送ネットワークの整備、

道路啓開、輸送車両等の確保について定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 緊急輸送ネットワークの整備 

第１項 緊急輸送道路等緊急輸送施設の指定 

１ 緊急輸送施設等の指定 （３－８－２） 

(1) 道 路 

県は、県庁、広域輸送拠点、市町庁舎及び隣接県並びに災害拠点病院等とを接続し、また、これを補完する道

路を緊急輸送道路として指定する。 

指定基準 

ア～ウ （略） 

エ 救援物資等の備蓄倉庫及び集積地点や他県等からの応援部隊が被災地において部隊の指揮、宿営等を行う拠

点を結ぶ道路 

オ その他主要な道路 

 

第３項 広域輸送拠点等の整備 （３－８－２） 

１～３ （略） 

４ 防災機能を有する施設（サービスエリア、道の駅等）の整備 

被災地における他県等からの応援部隊の活動拠点を確保するまでの間などに、その集合地点や活動拠点として活

用する施設を整備する。 

施 設 名 称 所 在 地 管 理 者 

道の駅「ソレーネ周南」 周南市大字戸田 
国 土 交 通 省 

周  南  市 

５ 県外拠点の確保 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急輸送ネットワークの整備 

緊急輸送道路等緊急輸送施設の指定 

緊急輸送施設等の整備 

広域輸送拠点の整備 

発災時における緊急輸送施設の確保 

緊急輸送ネットワークの整備 

緊急輸送道路等緊急輸送施設の指定 

緊急輸送施設等の整備 

広域輸送拠点等の整備 

発災時における緊急輸送施設の確保 
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第４節 災害救助法による輸送基準 

   第１項 輸送の範囲 （３－８－７） 

【市町・県（厚政課・関係各課）】 

救助法による救助実施のための輸送の範囲は、次のとおりである。 

１ 罹災者を避難させるための輸送 

     市町長、警察官等避難指示者の指示に基づき、長距離避難等を行う場合の輸送。 

 ２ 医療及び助産のための輸送 

    (1) 重症患者で救護班で処理できない場合等の病院又は産院への輸送。 

     (2) 救護班が仮設する診療所等への入院又は通院のための輸送。 

    (3) 救護班の人員輸送。 

   ３ 罹災者の救出のための輸送 

     救出されたり災者の輸送及び救出のための必要な人員、資材等の輸送。 

   ４ 飲料水供給のための輸送 

     飲料水の輸送及び確保のために必要な人員、ろ水器その他の機械器具、資材等の輸送。 

   ５ 救済用物資の輸送 

     罹災者に支給する被服、寝具、その他の生活必需品、炊出用食料、薪炭、学用品、医薬品、衛生材料及び義援物

資等の輸送。 

 

 

第９章  災害救助法の適用計画 

基本的な考え方 （３－９－１） 

大規模災害が発生した場合、被災者の基本的生活権の保護と全体的な社会秩序の保全を図るため、県及び市町は応急

的、かつ一時的な救助対策を実施することになる。 

この救助対策を迅速かつ的確、円滑に実施するため、災害救助法が定められており、各応急対策の中でそれぞれ実施

されるものであるが、これの運用取扱等について必要な事項を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 災害救助法の適用 

第２項 適用手続き （３－９－５） 

１ 適用手続きに係る処理事項 

救助法を適用するに当たって、市町長及び知事が行う報告等に係る事務処理は、下記によるものとする。 

(1) 報    告 ア  市町長 

 (ｱ)～(ｲ) （略）  

 (ｳ)  報告内容    罹災総数・人的被害・住家の被害及び非住家の被害 

 (ｴ)～(ｵ) （略） 

 

 

 

 

 

第４節 災害救助法による輸送基準 

   第１項 輸送の範囲 （３－８－７） 

【市町・県（厚政課・関係各課）】 

救助法による救助実施のための輸送の範囲は、次のとおりである。 

１ 被災者を避難させるための輸送 

     市町長、警察官等避難指示者の指示に基づき、長距離避難等を行う場合の輸送。 

 ２ 医療及び助産のための輸送 

    (1) 重症患者で救護班で処理できない場合等の病院又は産院への輸送。 

     (2) 救護班が仮設する診療所等への入院又は通院のための輸送。 

    (3) 救護班の人員輸送。 

   ３ 被災者の救出のための輸送 

     救出された被災者の輸送及び救出のための必要な人員、資材等の輸送。 

   ４ 飲料水供給のための輸送 

     飲料水の輸送及び確保のために必要な人員、ろ水器その他の機械器具、資材等の輸送。 

   ５ 救済用物資の輸送 

     被災者に支給する被服、寝具、その他の生活必需品、炊出用食料、薪炭、学用品、医薬品、衛生材料及び義援物資

等の輸送。 

 

 

第９章  災害救助法の適用計画 

基本的な考え方 （３－９－１） 

大規模災害が発生した場合、被災者の基本的生活権の保護と全体的な社会秩序の保全を図るため、県及び市町は応急

的、かつ一時的な救助対策を実施することになる。 

この救助対策を迅速かつ的確、円滑に実施するため、災害救助法が定められており、各応急対策の中でそれぞれ実施

されるものであるが、これの運用取扱等について必要な事項を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 災害救助法の適用 

第２項 適用手続き （３－９－５） 

１ 適用手続きに係る処理事項 

救助法を適用するに当たって、市町長及び知事が行う報告等に係る事務処理は、下記によるものとする。 

(1) 報    告 ア  市町長 

 (ｱ)～(ｲ) （略）  

 (ｳ)  報告内容    被災総数・人的被害・住家の被害及び非住家の被害 

 (ｴ)～(ｵ) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

呼称統一及び呼称変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害救助法の適用 

市町長の事務 

救助事務処理上必要な帳簿の整備、記録、 

保存 

罹災者台帳の作成 

罹災証明書の発行 

災害救助法の適用 

市町長の事務 

救助事務処理上必要な帳簿の整備、記録、 

保存 

被災者台帳の作成 

罹災証明書の発行 
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建設型応急仮設住宅の供与 建設 型応 急 住 宅 の 供与 

現 行 修 正 案 備 考 

第１０章 食料・飲料水及び生活必需品等の供給計画 

第１節 食料供給計画 

第１項 食料の供給体制 （３－１０－２） 

応急用食料の供給は、市町を実施機関とし、県は、被災市町の要請を受け、主食である米穀を中心に、必要により

副食等についても供給する。 

なお、食糧の不足状況や入出荷の管理等については、総合防災情報システムの救援物資管理機能を活用する。 

 

 

第３節 生活必需品等の供給計画 

第１項 生活必需品等の供給体制 （３－１０－８） 

生活必需品等の不足状況や入出荷の管理等については、総合防災情報システムの救援物資管理機能を活用する。 

 

 

第１２章 応急住宅計画 

基本的な考え方 （３－１２－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 応急仮設住宅の供与 

第２項 応急仮設住宅の供与 （３－１２－２） 

１ 供与の目的 

公営住宅等の提供では不足する場合には、自己の資力では居住する住家を確保できない被災者に対して知事

（委任を受けた市町長）は、救助法の規定に基づき建設（以下「建設型応急仮設住宅」という。）又は民間賃貸

住宅等を借上げ（以下「借上型応急仮設住宅」という。）ることにより応急仮設住宅を供与する。 

２ 応急仮設住宅に収容する罹災者の条件 

 

（３－１２－３） 

３ 対象者及び入居予定者の選定 

(1) 対象者の把握及び入居予定者の選考の業務は、市町長が行う。 

(2) 入居資格については、２「応急住宅に収容する罹災者の条件」に掲げる者とするが、選考に当たっては、高

齢者、障害者等災害時要援護者世帯に配慮すること。 

(3) 市町長は、民生委員の意見を聴くなど罹災者の資力その他の生活条件を十分調査して選定する。 

(4) 入居者の決定は、市町長にその職務を委任した場合を除き、知事が行う。 

４ 応急仮設住宅の管理等 

(1) 建設型応急仮設住宅 

 

(2) 借上型応急仮設住宅 

 

第１０章 食料・飲料水及び生活必需品等の供給計画 

第１節 食料供給計画 

第１項 食料の供給体制 （３－１０－２） 

応急用食料の供給は、市町を実施機関とし、県は、被災市町の要請を受け、主食である米穀を中心に、必要により副

食等についても供給する。 

なお、食糧の不足状況や入出荷の管理等については、物資調達・輸送調整等支援システムを活用する。 

 

 

第３節 生活必需品等の供給計画 

第１項 生活必需品等の供給体制 （３－１０－８） 

生活必需品等の不足状況や入出荷の管理等については、物資調達・輸送調整等支援システムを活用する。 

 

 

 第１２章 応急住宅計画 

  基本的な考え方 （３－１２－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 応急仮設住宅の供与 

第２項 応急仮設住宅の供与 （３－１２－２） 

１ 供与の目的 

公営住宅等の提供では不足する場合には、自己の資力では居住する住家を確保できない被災者に対して知事（委

任を受けた市町長）は、救助法の規定に基づき建設（以下「建設型応急住宅」という。）又は民間賃貸住宅等を借

上げ（以下「賃貸型応急住宅」という。）ることにより応急仮設住宅を供与する。 

２ 応急仮設住宅に収容する被災者の条件 

 

（３－１２－３） 

３ 対象者及び入居予定者の選定 

(1) 対象者の把握及び入居予定者の選考の業務は、市町長が行う。 

(2) 入居資格については、２「応急住宅に収容する被災者の条件」に掲げる者とするが、選考に当たっては、高

齢者、障害者等災害時要援護者世帯に配慮すること。 

(3) 市町長は、民生委員の意見を聴くなど被災者の資力その他の生活条件を十分調査して選定する。 

(4) 入居者の決定は、市町長にその職務を委任した場合を除き、知事が行う。 

４ 応急仮設住宅の管理等 

(1) 建設型応急住宅 

 

(2) 賃貸型応急住宅 

 

 

 

 

 

 

システム運用開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

呼称統一及び呼称変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応急仮設住宅の供与 

応

急

住

宅

計

画 

借上型応急仮設住宅の供与 

応急仮設住宅の供与 

応

急

住

宅

計

画 

賃貸 型応 急住 宅 の 供 与 
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（３－１２－３） 

第３項 建設型応急仮設住宅 

 

（３－１２－４） 

第４項 借上型応急仮設住宅 

 

 

第１３章 水防計画 

第２節 水防実施機関の業務及び責任 

第３項 市町 － 水防管理団体（法第３条） 

４ 水防計画の策定 （３－１３－３） 

指定水防管理団体の水防管理者（市町長）は、水防計画を定め、又は変更をしようとするときは、あらかじめ

水防協議会又は市町防災会議に諮らなければならない。 

また、策定又は変更を行った水防計画について、その要旨を公表するよう努めるとともに、遅滞なく知事に届

け出なければならない。（法第 32 条） 

（略） 

 

第３節 職員の配備体制及び所掌事務 

第３項 第１警戒体制（警戒配備体制） 

２ 配備課所と業務内容 （３－１３－５） 

          第１警戒体制（警戒配備体制）における水防関係の配備課所と業務内容は、次のとおりである。 

配 備 課 所 

大 

雨 

注 

意 

報 

洪 

水 

注 

意 

報 

高 

潮 

注 

意 

報 

津 

波 

注

意

報 

業   務   内   容 

 

農林水産事務所 

下関農林事務所 

  ※ ○ 警戒配備体制に着いた旨、農林水産政策課の配備職員へ通報

するとともに、所管の潮位の状況等、水防情報の収集、報告に

あたる。 

農林水産事務所 

下関水産振興局 

  ※ ○ 警戒配備体制に着いた旨、農林水産政策課の配備職員へ通報

するとともに、所管の潮位の状況を監視し、水防情報の収集、

報告にあたる。 

 

第４項 第２警戒体制以上の体制 

 １ 体制の時期 

      それぞれの体制の時期は、次のとおりである。 

配備体制 体制の時期の基準 

緊急非常

体制 

県下全域にわたる災害が発生し、又は局地的災害であっても被害が特に甚大であ

るとき又は大規模の災害発生を免れないと予想されるときで、県の全組織を災害対

応が必要なとき。 

 

２ 配備課所と業務内容 （３－１３－６） 

第２警戒体制以上の体制における水防関係の業務内容は下表のとおりである。 

配備課所 業  務  内  容 

山口宇部空港事務所 ① 潮位の情報収集、通報に関すること。 

② 水門、防潮ゲート（陸閘）の開閉に関すること。 

（３－１２－３） 

第３項 建設型応急住宅 

 

（３－１２－４） 

第４項 賃貸型応急住宅 

 

 

第１３章 水防計画 

第２節 水防実施機関の業務及び責任 

第３項 市町 － 水防管理団体（法第３条） 

４ 水防計画の策定 （３－１３－３） 

指定水防管理団体の水防管理者（市町長）は、水防計画を定め、又は変更をしようとするときは、あらかじめ

水防協議会又は市町防災会議に諮らなければならない。 

また、策定又は変更を行った水防計画について、その要旨を公表するよう努めるとともに、遅滞なく知事に届

け出なければならない。 

（略） 

 

第３節 職員の配備体制及び所掌事務 

第３項 第１警戒体制（警戒配備体制） 

２ 配備課所と業務内容 （３－１３－５） 

第１警戒体制（警戒配備体制）における水防関係の配備課所と業務内容は、次のとおりである。 

配 備 課 所 

大 

雨 

注 

意 

報 

洪 

水 

注 

意 

報 

高 

潮 

注 

意 

報 

津 

波 

注

意

報 

業   務   内   容 

 

農林水産事務所 

下関農林事務所 

下関水産振興局 

  ※ ○ 警戒配備体制に着いた旨、農林水産政策課の配備職員へ

通報するとともに、所管の潮位の状況等、水防情報の収集、

報告にあたる。 

 

 

 

 

第４項 第２警戒体制以上の体制 

 １ 体制の時期 

それぞれの体制の時期は、次のとおりである。 

配備体制 体制の時期の基準 

緊急非常

体制 

県下全域にわたる災害が発生し、又は局地的災害であっても被害が特に甚大であ

るとき又は大規模の災害発生を免れないと予想されるときで、県の全組織を挙げて

災害対応が必要なとき。 

 

２ 配備課所と業務内容 （３－１３－６） 

第２警戒体制以上の体制における水防関係の配備課所と業務内容は下表のとおりである。 

配備課所 業  務  内  容 

山口宇部空港事務所 ① 潮位の情報収集、通報に関すること。 

② 水門、防潮ゲート（陸閘）の開閉に関すること。 

 

呼称統一及び呼称変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目の統一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

農 林 水 産 事 務 所 

下 関 農 林 事 務 所 

① 危険ため池に関すること。 

② 農林水産省農村振興局所管海岸保全区域の水防に関すること 

農 林 水 産 事 務 所 

下 関 水 産 振 興 局 

水産庁所管海岸保全区域の水防に関すること。 

 

 

 

 

第３項 気象特別警報・警報・注意報の種類ごとの伝達先 （３－１３－９） 

各気象特別警報・警報・注意報の種類ごとの伝達先は次の表のとおりとする。 

 

 

           機    関 

 

 

 

大
雨
注
意
報 

洪
水
注
意
報 

高
潮
注
意
報 

大
雨
警
報 

洪
水
警
報 

高
潮
警
報 

大
雨
特
別
警
報 

高
潮
特
別
警
報 

津
波
注
意
報 

津
波
警
報 

大
津
波
警
報 

 

 

第７節 水位の通知、洪水予報及び氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）の通知 

第２項 洪水予報（法第 10 条、第 11条） 

２ 国土交通省と気象庁が共同で行う洪水予報（法第 10 条第 2項） （３－１３－１３） 

(2) 洪水予報の対象となる基準観測所 

河川名 

 

観測所名 

 

所在地 

 

水防団待機      

水位（m） 

氾濫注意 

水位(m) 

避難判断 

水位(m) 

氾濫危険 

水位(m) 

小瀬川 

 

小川津 岩国市大字小瀬字小川津 2.60 4.00 5.70 6.20 

両国橋 岩国市大字小瀬字墨屋堂 2.80 3.90 4.40 4.90 

佐波川 

 

 

新橋 防府市西佐波令新橋町 2.70 3.40 4.20 4.60 

漆尾 山口市徳地伊賀地上沖の原             2.30 3.40 3.60 4.00 

堀 山口市徳地堀 2.0 3.00 3.90 4.30 

 

 

第９節 水防活動 

第７項 水防管理団体等相互の協力 

１ 河川管理者の協力 （３－１３－２０） 

 ①～② （略） 

③重要水防箇所の合同点検の実施 

④水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

⑤水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資器材で不足するような緊急事態に際して、河川管理者の応急復旧資器

材又は備蓄資器材の提供 

⑥水防管理団体及び水防協力団体の人材で不足するような緊急事態に際して、水防に関する情報又は資料を収集

し、及び提供するための職員の派遣 

 

第９項 輸送 （３－１３－２１） 

    １ 県の設備による輸送 

水防上必要がある場合、土木建築事務所長は、付表２（２４頁）「水防用輸送設備、備蓄器具、備蓄資材一覧表」

に掲げる車両等を使用し、水防管理団体の応援にあたるものとする。 

 

 

 

 

 

農 林 水 産 事 務 所 

 

①危険ため池に関すること。 

②農林水産省農村振興局所管海岸保全区域の水防に関すること。 

③水産庁所管海岸保全区域の水防に関すること。 

下 関 農 林 事 務 所 ① 危険ため池に関すること。 

② 農林水産省農村振興局所管海岸保全区域の水防に関すること。 

下 関 水 産 振 興 局 

 

水産庁所管海岸保全区域の水防に関すること。 

 

第３項 気象特別警報・警報・注意報の種類ごとの伝達先 （３－１３－９） 

各気象特別警報・警報・注意報の種類ごとの伝達先は次の表のとおりとする。 

 

 

           機    関 

 

 

 

大
雨
注
意
報 

洪
水
注
意
報 

高
潮
注
意
報 

大
雨
警
報 

洪
水
警
報 

高
潮
警
報 

大
雨
特
別
警
報 

高
潮
特
別
警
報 

津
波
注
意
報 

津
波
警
報 

大
津
波
警
報 

津
波
特
別
警
報 

 

 

第７節 水位の通知、洪水予報及び氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）の通知 

第２項 洪水予報（法第 10 条、第 11条） 

２ 国土交通省と気象庁が共同で行う洪水予報（法第 10 条第 2 項） （３－１３－１３） 

(2) 洪水予報の対象となる基準観測所 

河川名 

 

観測所名 

 

所在地 

 

水防団待機      

水位（m） 

氾濫注意 

水位(m) 

避難判断 

水位(m) 

氾濫危険 

水位(m) 

小瀬川 

 

小川津 岩国市大字小瀬字小川津 2.60 4.00 5.70 6.20 

両国橋 岩国市大字小瀬字墨屋堂 2.80 3.90 4.40 4.90 

佐波川 

 

 

新橋 防府市新橋町 2.70 3.40 4.20 4.60 

漆尾 山口市徳地伊賀地上沖の原             2.30 3.40 3.60 4.00 

堀 山口市徳地堀 2.0 3.00 3.90 4.30 

 

 

第９節 水防活動 

第７項 水防管理団体等相互の協力 

１ 河川管理者の協力 （３－１３－２０） 

 ①～② （略） 

（削除） 

③水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

④水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資器材で不足するような緊急事態に際して、河川管理者の応急復旧資器材

又は備蓄資器材の提供 

⑤水防管理団体及び水防協力団体の人材で不足するような緊急事態に際して、水防に関する情報又は資料を収集

し、及び提供するための職員の派遣 

 

第９項 輸送 （３－１３－２１） 

    １ 県の設備による輸送 

水防上必要がある場合、土木建築事務所長は、付表２（水防用輸送設備、備蓄器具、備蓄資材一覧表）に掲げる

車両等を使用し、水防管理団体の応援にあたるものとする。 

 

 

 

 

 

項目の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

実態に合わせて削除 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

第１１節 水防標識・水防信号・身分証票 

第１項 水防標識（法第 18 条） （３－１３－２２） 

水防のため出動する優先通行車両の標識は次のとおりである。（水防法施行規則（昭和 34年山口県規則第 54 号）

第２条） 

 

第２項 水防信号（法 20 条） 

知事の定める水防に用いる信号は次のとおりである。（水防法施行規則（昭和 34 年山口県規則第 54号）第３条） 

 

   第３項 身分証票（法第 49 条） 

水防計画を作成するため必要な土地に立入る場合に携帯提示する身分証票は次のとおりである。（水防法施行規則

（昭和 34 年山口県規則第 54 号）第４条） 

 

 

第１２節 水防訓練 （３－１３－２３） 

指定水防管理団体の水防訓練（法第 35 条） 

指定水防管理団体は、法第 35 条に定めるところにより、毎年１回以上訓練を実施し、水防技術の向上を図るととも

に、水防組織の整備点検を行うものとする。 

この水防訓練は、県及び市町地域防災計画に定める総合防災訓練に包括して実施しても差し支えないものとする。 

 

 

第１４章 災害警備計画 

  第２節 海上警備対策 

   第１項 治安の維持 （３－１４－４） 

管区海上保安本部・海上保安部署は、海上交通の安全を確保するため、次の措置を講ずるものとする。 

 

   １～２ （略） 

   ３ 治安の維持に必要な情報の収集を行うものとする。 

 

 

第１５章 要配慮者支援計画 

基本的な考え方 （３－１５－１） 

災害時には、自らの行動等に制約のある高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、外国人等要配慮者の安全や心身の健康状

態等に特段の配慮を行いながら、発災前の避難からその後の生活に至るまでの各段階において、時間の経過とニーズに

応じたきめ細かな支援策を保健・福祉施策等との連携のもとに、総合的に講じていく必要がある。 

このため、避難誘導、避難所の運営、保健福祉サービスの実施など、要配慮者に配慮する必要のある事項について定

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１節 水防標識・水防信号・身分証票 

第１項 水防標識（法第 18 条） （３－１３－２２） 

水防のため出動する優先通行車両の標識は次のとおりである。（水防法施行細則（昭和 34年山口県規則第 54 号）

第２条） 

 

第２項 水防信号（法 20 条） 

知事の定める水防に用いる信号は次のとおりである。（水防法施行細則（昭和 34 年山口県規則第 54号）第３条） 

 

   第３項 身分証票（法第 49 条） 

水防計画を作成するため必要な土地に立入る場合に携帯提示する身分証票は次のとおりである。（水防法施行細則

（昭和 34 年山口県規則第 54 号）第４条） 

 

 

第１２節 水防訓練 （３－１３－２３） 

指定水防管理団体の水防訓練（法第 32 条の２） 

指定水防管理団体は、法第 32 条の２に定めるところにより、毎年１回以上訓練を実施し、水防技術の向上を図ると

ともに、水防組織の整備点検を行うものとする。 

この水防訓練は、県及び市町地域防災計画に定める総合防災訓練に包括して実施しても差し支えないものとする。 

 

 

第１４章 災害警備計画 

  第２節 海上警備対策 

   第１項 治安の維持 （３－１４－４） 

管区海上保安本部・海上保安部署は、海上における治安を維持するため、情報収集に努め、必要に応じ、巡視船艇等

及び航空機により次に掲げる措置を講ずるものとする。 

１～２ （略） 

   （削除） 

 

 

第１５章 要配慮者支援計画 

基本的な考え方 （３－１５－１） 

災害時には、自らの行動等に制約のある高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、外国人等要配慮者の安全や心身の健康状態

等に特段の配慮を行いながら、発災前の避難からその後の生活に至るまでの各段階において、時間の経過とニーズに応

じたきめ細かな支援策を保健・福祉施策等との連携のもとに、総合的に講じていく必要がある。 

このため、避難誘導、避難所の運営、保健福祉サービスの実施など、要配慮者に配慮する必要のある事項について定め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行の「海上保安庁防災

業務計画」に合わせる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難誘導 避難誘導の方法 

移送の方法 

避難行動要支援者名簿の活用 

避難勧告等の伝達 

避難誘導 

避難指示等の伝達 

避難誘導の方法 

移送の方法 

避難行動要支援者名簿の活用 
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現 行 修 正 案 備 考 

第１節 避難誘導・避難所の管理等 

第１項 避難誘導 （３－１５－２） 

 １ 避難勧告等の伝達 

避難勧告等を行う市町長等は、情報の伝わりにくい高齢者、障害者、外国人等への伝達や夜間における伝達に

は、特に配慮するものとする。避難の必要がなくなった場合も同様とする。 

また、地理に不案内な外国人旅行者を含む観光客にも配慮するものとする。 

２ 避難誘導の方法 

避難勧告等が発令された場合、市町は、警察署、消防署、消防団、自主防災組織等の協力を得て、地域住民を

避難場所等に誘導するが、この場合、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等を優先して避難誘導する。 

 

 

第２節 保健・福祉対策 

第２項 保健対策 （３－１５－４） 

被災者にとっては、心身の健康の確保が特に重要であるので、県及び市町は、保健師による次のような健康相談、

精神保健活動等を実施する中で、高齢者、障害者等の健康管理に十分配慮する。 

 

第３項 福祉対策 （３－１５－４） 

４ 生活資金等の貸付 

県は、緊急の生活資金の必要な低所得者等の生活安定を図るため、生活福祉資金特例貸付（小口資金貸付制度）

の実施について国に要請するとともに、貸付主体である社会福祉協議会と連携した周知など、適切かつ速やかな

対応を行う。 

また、生活福祉資金、母子・父子・寡婦福祉資金等の貸付支援措置を講じる。 

 

 

第１６章 ボランティア活動支援計画 

第２節 専門ボランティアの支援体制 

第３項 県社会福祉協議会の対応 （３－１６－３） 

県社会福祉協議会は、一般ボランティアの登録に併せ、専門ボランティアの登録を行うとともに、登録内容を県

災害救助部救助総務班に報告し、救助総務班は関係各班に報告する。 

 

 

 

第１７章 応急教育計画 

第１節 文教対策 

第３項 児童生徒等の援助 

５ 授業料等の減免及び学資貸与 

【県（教育庁教育政策課・学事文書課）】 

(1) 県立学校授業料等の減免等（山口県使用料手数料条例） （３－１７－８） 

 

 

第１８章 ライフライン施設の応急復旧計画 

第１節 電力施設 （３－１８－２） 

災害により電気施設に被害があった場合は、二次災害の発生の防止及び被害の軽減、応急復旧に努める。 

このため、災害発生時の活動体制、応急対策、復旧対策に係る必要な事項を定める。 

 

 【指定公共機関（中国電力㈱）・県（企業局）】 

 

第１節 避難誘導・避難所の管理等 

第１項 避難誘導 （３－１５－２） 

 １ 避難指示等の伝達 

避難指示等を発令する市町長等は、情報の伝わりにくい高齢者、障害者、外国人等への伝達や夜間における伝

達には、特に配慮するものとする。避難の必要がなくなった場合も同様とする。 

また、地理に不案内な外国人旅行者を含む観光客にも配慮するものとする。 

２ 避難誘導の方法 

避難指示等が発令された場合、市町は、警察署、消防署、消防団、自主防災組織等の協力を得て、地域住民を

避難場所等に誘導するが、この場合、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等を優先して避難誘導する。 

 

 

第２節 保健・福祉対策 

第２項 保健対策 （３－１５－４） 

被災者にとっては、心身の健康の確保が特に重要であるので、県及び市町は、保健師・栄養士等による次のような

健康相談、精神保健活動等を実施する中で、高齢者、障害者等の健康管理に十分配慮する。 

 

第３項 福祉対策 （３－１５－４） 

４ 生活資金等の貸付 

県は、緊急の生活資金の必要な低所得者等の生活安定を図るため、生活福祉資金特例貸付の実施について国に

要請するとともに、貸付主体である社会福祉協議会と連携した周知など、適切かつ速やかな対応を行う。 

また、生活福祉資金、母子・父子・寡婦福祉資金等の貸付支援措置を講じる。 

 

 

 

第１６章 ボランティア活動支援計画 

第２節 専門ボランティアの支援体制 

第３項 県社会福祉協議会の対応 （３－１６－３） 

県社会福祉協議会は、一般ボランティアの登録に併せ、専門ボランティアの登録を行うとともに、専門ボランティ

アに関係する各団体との連絡調整を行い、災害時に県災害救助部救助総務班が円滑に派遣できる体制の整備に努め

る。 

 

 

第１７章 応急教育計画 

第１節 文教対策 

第３項 児童生徒等の援助 

５ 授業料等の減免及び学資貸与 

【県（教育庁教育政策課・学事文書課）】 

(1) 県立学校授業料等の減免等（山口県使用料手数料条例等） （３－１７－８） 

 

 

第１８章 ライフライン施設の応急復旧計画 

第１節 電力施設 （３－１８－２） 

災害により電気施設に被害があった場合は、二次災害の発生の防止及び被害の軽減、応急復旧に努める。 

このため、災害発生時の活動体制、応急対策、復旧対策に係る必要な事項を定める。 

 

 【指定公共機関（中国電力㈱及び中国電力ネットワーク㈱）・県（企業局）】 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

「山口県災害ボランティ

ア活動支援ネットワーク

協議会」の活動の記載 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化（大学で定

める規程など） 

 

 

 

 

 

 

分社化に伴う指定公共機

関の追加 
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現 行 修 正 案 備 考 

第２項 中国電力㈱・中国電力ネットワーク㈱ 

２ 災害発生時の防災体制 

  (1) 防災活動体制 

   ア 防災体制の発令の考え方（支社） 

区  分 発          令          基          準 

警 戒 体 制      

(災害準備対策室)      

・台風等が接近し、担当区域に一定の被害が予測される場合 

・複数の事業所に警戒体制が発令され、防災体制の発令が必要と判断された場合 

・非常体制が発令された事業所がある場合 

(2) 災害対策室の構成及び任務 

中国電力㈱及び中国電力ネットワーク㈱の社内規定に基づき、別に定める。 

 (3) 防災体制時の情報連絡経路 

ア 支社に特別非常体制が発令された場合の情報連絡経路は、次による。 

イ 電気事業法、災害対策基本法、河川法及び電波法等に基づく報告は、原則として、業務分掌によって行う。 

ウ 経済産業省を始め中央官庁並びに関係箇所は、東京支社が対応する。 

 

    ３ 災害応急対策 （３－１８－３） 

災害が発生し又は発生するおそれのある場合、迅速かつ的確に対処するため、次のような事項により応急対策

を実施する。 

事  項 対 応 措 置 

(2) 災害時における災

害に関係ある情報の

収集 

ア  社内情報の収集は、情報収集経路による。 

イ  社外からの情報は、災対法に定める各機関から適宜収集する。 

ウ  隣接電力会社間の情報の収集・交換は、原則として各社通信設備を利用する。 

(3) 災害時における県

への情報伝達 

ア～イ （略） 

ウ  伝達系統図 

(ｱ) 山口支社及び県に災害対策室・本部が設置された場合 

  （略） 

(ｲ) 山口支社に防災体制が発令されていない場合 

・時間内 

 （略） 

・休日、時間外 

 

 

 

 

 

 

第２１章 火災対策計画 

基本的な考え方 （３－２１－１） 

火災による被害の軽減を図るため、消防活動及び消防応援等についての火災防ぎょ計画を定めるとともに、大規模林

野火災の自衛隊災害派遣等について林野火災対策計画を定める。 

 

 

 

 

 

 

第２項 中国電力㈱・中国電力ネットワーク㈱ 

２ 災害発生時の防災体制 

  (1) 防災活動体制 

   ア 防災体制の発令の考え方（支社） 

区  分 発          令          基          準 

警 戒 体 制      

(災害準備対策室)      

・台風等が接近し、担当区域に大規模な被害が予測される場合 

・複数の事業所に警戒体制が発令され、防災体制の発令が必要と判断された場合 

・非常体制が発令された事業所がある場合 

(2) 構成及び任務 

中国電力㈱及び中国電力ネットワーク㈱の社内規程に基づき、別に定める。 

 (3) 防災体制時の情報連絡経路 

ア 支社に特別非常体制が発令された場合の情報連絡経路は、次による。 

イ 電気事業法、災害対策基本法、河川法及び電波法等に基づく報告は、原則として、業務分掌によって行う。 

ウ 経済産業省を始め中央官庁並びに関係箇所は、中国電力㈱東京支社及び中国電力ネットワーク㈱東京事務所

が対応する。 

３ 災害応急対策 （３－１８－３） 

災害が発生し又は発生するおそれのある場合、迅速かつ的確に対処するため、次の事項により応急対策を実施す

る。 

事  項 対 応 措 置 

(2) 災害時における災

害に関係ある情報の

収集 

ア  社内情報の収集は、社内規程による。 

イ  社外からの情報は、災対法に定める各機関から適宜収集する。 

ウ  隣接電力会社間の情報の収集・交換は、原則として各社通信設備を利用する。 

(3) 災害時における県

への情報伝達 

ア～イ （略） 

ウ  伝達系統図 

(ｱ) 山口支社及び県に災害対策室・本部が設置された場合 

  （略） 

(ｲ) 山口支社に防災体制が発令されていない場合 

・時間内 

 （略） 

・休日、時間外 

 

 

 

 

 

 

第２１章 火災対策計画 

基本的な考え方 （３－２１－１） 

火災による被害の軽減を図るため、消防活動及び消防応援等についての火災防ぎょ計画を定めるとともに、大規模林野

火災の自衛隊災害派遣等について林野火災対策計画を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発令基準の見直し 

 

 

表現の適正化 

誤記修正 

 

 

 

分社化に伴う指定公共機

関の追加 

 

表現の適正化 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

中国電力（株）山口支社 

マネージャー（総務） 

ＴＥＬ  090-5705-5384 

  県(防災危機管理課) 

ＴＥＬ 

  ９３３－２３９０ 

中国電力（株）山口支社 

マネージャー（総務・地域協力） 

ＴＥＬ  090-5705-5384 

  県(防災危機管理課) 

ＴＥＬ 

  ９３３－２３９０ 

住民等の安全対策 

避難場所、避難誘導 

避難勧告・指示、警戒区域の設定 住民等の安全対策 

避難場所、避難誘導 

避難指示、警戒区域の設定 
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現 行 修 正 案 備 考 

第１節 火災防ぎょ計画 

第３項 消防活動 

４ 住民に対する安全対策 

(2) 避難勧告・指示 （３－２１－５） 

火災の延焼拡大、危険物等の漏えい、流出、爆発等の危険が予想される場合において、住民の身体生命の保

護のため、必要に応じ避難勧告・指示、誘導を実施する。 

 

イ 市町長等の避難勧告・指示 （３－２１－６） 

第５章第１節参照 

 

５ 災害広報 

(1) 住民広報 （３－２１－６） 

住民に対する注意と警戒を喚起するとともに避難勧告・指示等における不安の解消と迅速適切な避難を行う

ために実施する。 

 

イ 避難広報 （３－２１－６） 

(ｱ) 避難勧告・指示の出された地域の範囲等  

 

 

第２節 林野火災対策計画 

第３項 林野火災に係る消防活動 

３ 林野火災対応の概要 （３－２１－９） 

林野火災の消防活動については、地理的・地形的・気象的要因等により多くの困難を伴い、又活動そのものも

特殊な対応を求められる。迅速かつ的確な消火活動を実施するには林野火災対応の概要をあらかじめ把握してお

く必要があることから以下にその概略を示す。 

事象の経過 市町・消防機関の対応 関係機関の対応 

   

 
１～４ （略） 

５  危険地域住民に対する避難勧告・避

難指示（緊急） 

６  （略） 

（略） 

   

 

第６項 住民等の安全対策 （３－２１－１３） 

都市化の進展に伴い、林野と接する地域での宅地開発が進み、林野火災発生時には付近住民が危険にさらされる

おそれがある。また入山者、遊山者も危険にさらされる。 

このため、これらの者の安全確保を図るため、市町は必要な対策を講じる。 

１ 避難勧告・指示、警戒区域の設定 

(1) 市町長は、林野火災の延焼拡大により住民の生命安全に危険が及ぶとき、又は予想されるときは法に基づき必

要と認める地域の居住者、滞在者に対して避難勧告、指示を行うとともに、火災警戒区域、消防警戒区域の設定

を行い、住民の生命身体の安全確保を図る。 

避難勧告・指示及び警戒区域の設定に係る事項については、第１節第３項４住民に対する安全対策の項参照 

 

 

 

 

 

第１節 火災防ぎょ計画 

第３項 消防活動 

４ 住民に対する安全対策 

(2) 避難指示 （３－２１－５） 

火災の延焼拡大、危険物等の漏えい、流出、爆発等の危険が予想される場合において、住民の身体生命の保

護のため、必要に応じ避難指示、誘導を実施する。 

 

イ 市町長等の避難指示 （３－２１－６） 

第５章第１節参照 

 

５ 災害広報 

(1) 住民広報 （３－２１－６） 

住民に対する注意と警戒を喚起するとともに避難指示等における不安の解消と迅速適切な避難を行うために

実施する。 

 

イ 避難広報 （３－２１－６） 

(ｱ) 避難指示等の出された地域の範囲等  

 

 

第２節 林野火災対策計画 

第３項 林野火災に係る消防活動 

３ 林野火災対応の概要 （３－２１－９） 

林野火災の消防活動については、地理的・地形的・気象的要因等により多くの困難を伴い、又活動そのものも

特殊な対応を求められる。迅速かつ的確な消火活動を実施するには林野火災対応の概要をあらかじめ把握してお

く必要があることから以下にその概略を示す。 

事象の経過 市町・消防機関の対応 関係機関の対応 

   

 
１～４ （略） 

５  危険地域住民に対する避難指示 

 

６  （略） 

（略） 

   

 

第６項 住民等の安全対策 （３－２１－１３） 

都市化の進展に伴い、林野と接する地域での宅地開発が進み、林野火災発生時には付近住民が危険にさらされる

おそれがある。また入山者、遊山者も危険にさらされる。 

このため、これらの者の安全確保を図るため、市町は必要な対策を講じる。 

１ 避難指示、警戒区域の設定 

(1) 市町長は、林野火災の延焼拡大により住民の生命安全に危険が及ぶとき、又は予想されるときは法に基づき必要

と認める地域の居住者、滞在者に対して避難勧告、指示を行うとともに、火災警戒区域、消防警戒区域の設定を行

い、住民の生命身体の安全確保を図る。 

避難指示及び警戒区域の設定に係る事項については、第１節第３項４住民に対する安全対策の項参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災拡大 火災拡大 
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現 行 修 正 案 備 考 

 第２２章 交通災害対策計画 

  第１節  海上災害対策計画 

   第２項 海上火災、危険物大量流出等に対する応急対策 

２  応援協力関係 

(2) 市町、消防機関と海上保安部署との間（消防協定）（３－２２－７）    

関係海上保安部署 協      定      の      相      手      方 

徳山海上保安部 柳井地区広域消防本部、光地区消防組合消防本部、下松市、 

防府市、周南市 

 

 (3) 関係企業と海上保安部署との間 

関係海上保安部署 協      定      の      相      手      方 

岩国海上保安署      （海上災害の応援に関する覚書・・・昭和 5５年４月 1日締結） 

岩国大竹地区特別防災区域協議会各社（三井化学㈱岩国大竹工場、

ＪＸＴＧエネルギー㈱麻里布製油所、ユニオン石油㈱岩国工場、㈱

ダイセル大竹工場、三井デュポンポリケミカル㈱大竹工場、日本製

紙㈱岩国工場・大竹工場、中国電力㈱岩国発電所、帝人㈱岩国事業

所、東洋紡㈱岩国工場、日本製紙㈱大竹工場、三菱ケミカル㈱大竹

事業所）、日本海事興業㈱岩国出張所、内外運輸㈱岩国営業所 

 

 

第２節  航空災害対策計画 

第２項  民間航空機災害応急対策活動 

１  実施機関 

(2) 国（大阪航空局岩国空港事務所） （３－２２－１２） 

ア （略） 

イ 空港内及び周辺地域において航空機事故が発生した場合には、別に定める「岩国空港緊急計画」に基づき

初期消火、救助活動、空港利用者等の避難誘導措置等を講じるとともに、地元消防機関、警察の協力を得て

消防活動、救助活動等必要な措置を講じる。 

ウ～オ （略） 

(3) （略）  

資料編[2(3)-1]……山口宇部空港緊急時対応計画 

[2(3)-2]……   〃   消防救難隊設置業務要領 

[2(3)-3]……   〃   消防救難隊についての業務協定 

[2(3)-4]……岩国空港緊急計画 

[2(3)-5]……   〃   消火救難隊業務要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２２章 交通災害対策計画 

  第１節  海上災害対策計画 

   第２項 海上火災、危険物大量流出等に対する応急対策 

２  応援協力関係 

(2) 市町、消防機関と海上保安部署との間（消防協定）（３－２２－７） 

関係海上保安部署 協      定      の      相      手      方 

徳山海上保安部 柳井地区広域消防組合、光地区消防組合、下松市消防本部、 

防府市消防本部、周南市消防本部 

 

 (3) 関係企業と海上保安部署との間 

関係海上保安部署 協      定      の      相      手      方 

岩国海上保安署      （海上災害の応援に関する覚書・・・昭和 5５年４月 1 日締結） 

岩国大竹地区特別防災区域協議会各社（三井化学㈱岩国大竹工場、

ＪＸＴＧエネルギー㈱麻里布製油所、ユニオン石油㈱岩国工場、㈱

ダイセル大竹工場、三井デュポンポリケミカル㈱大竹工場、日本製

紙㈱岩国工場・大竹工場、帝人㈱岩国事業所、東洋紡㈱岩国工場、

日本製紙㈱大竹工場、三菱ケミカル㈱大竹事業所）、日本海事興業㈱

岩国出張所、内外運輸㈱岩国営業所 

 

 

第２節  航空災害対策計画 

第２項  民間航空機災害応急対策活動 

１  実施機関 

(2) 国（大阪航空局岩国空港事務所） （３－２２－１２） 

ア （略） 

イ 空港内及び周辺地域において航空機事故が発生した場合には、別に定める「岩国空港緊急時対応計画」に基

づき初期消火、救助活動、空港利用者等の避難誘導措置等を講じるとともに、地元消防機関、警察の協力を得

て消防活動、救助活動等必要な措置を講じる。 

ウ～オ （略） 

(3) （略）  

資料編[2(3)-1]……山口宇部空港緊急時対応計画 

[2(3)-2]……   〃   消防救難隊設置業務要領 

[2(3)-3]……   〃   消防救難隊についての業務協定 

[2(3)-4]……岩国空港緊急時対応計画 

[2(3)-5]……   〃   消火救難隊業務要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の改正 
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現 行 修 正 案 備 考 

２ 関係機関に対する通報連絡 

(6) 山口宇部空港消防救難隊組織図 （３－２２－１６） 

 
                           

通報連絡班 

 
（略） 

 
・㈱サンネクト空港管理支援室 

                          
                                           
                                           

 
 

  

消  火  班 （略）  
  

  

救  護  班 

 
 

（略） 
 
 
 
・㈱ジャルセールス山口支店  ・㈱マツダレンタカー 
・プレミアム山口㈱ ・（福）南風荘鍋島 
・㈱スターフライヤー山口宇部空港所 

  
  

 
           
   副     隊     長  
           

  
  

   

  

 
   

   

   

 

 

第２３章 産業災害対策計画 

第１節 化学工場等災害対策計画 

第６項  毒物劇物による事故対策 

２ 応急措置対策 （３－２３－６） 

(1) 毒物劇物取扱者の措置（毒物及び劇物取締法第１６条の２） 

 

 

第４節  家畜管理計画 

第４項  飼料の確保及び調達、配給 （３－２３－１４） 

【県（畜産振興課）】 

畜産、農業関係団体の協力を得て、飼料の確保及び調達、配給対策を講じる。 

１ 粗飼料 

全国農業協同組合連合会山口県本部等に対して粗飼料の確保及び輸送を依頼する。 

２ 濃厚飼料 

全国農業協同組合連合会山口県本部等に対して濃厚飼料の確保及び輸送を依頼する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 関係機関に対する通報連絡 

(6) 山口宇部空港消防救難隊組織図 （３－２２－１６） 

 
                           

通報連絡班 

 
（略） 

 
（削除） 

                          
                                           
                                           

 
 

  

消  火  班 （略）  
  

  

救  護  班 

 
 

（略） 
 
 
 
・㈱ジャルセールス山口支店  ・㈱TCR山口 
・プレミアム山口㈱ ・（福）南風荘鍋島 
・㈱スターフライヤー山口宇部空港所 

  
  

 
           
   副     隊     長  
           

  
  

   

  

 
   

   

   

 

 

第２３章 産業災害対策計画 

第１節 化学工場等災害対策計画 

第６項  毒物劇物による事故対策 

２ 応急措置対策 （３－２３－６） 

(1) 毒物劇物取扱者の措置（毒物及び劇物取締法第１７条） 

 

 

第４節  家畜管理計画 

第４項  飼料の確保及び調達、配給 （３－２３－１４） 

【県（畜産振興課）】 

畜産、農業関係団体の協力を得て、飼料の確保及び調達、配給対策を講じる。 

１ 粗飼料 

山口県農業協同組合等に対して粗飼料の確保及び輸送を依頼する。 

２ 濃厚飼料 

山口県農業協同組合等に対して濃厚飼料の確保及び輸送を依頼する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法改正 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 34 - 
 

現 行 修 正 案 備 考 

第４編  復旧・復興計画 
 第１章 復旧・復興活動計画 

  第１節 県の活動体制 

第１項 被害復旧対策本部の設置 

２ 県本部の組織（４－１－２） 

     

     

本

部

員 

総 務 部 長 

総務部理事(危機管理担当) 

総 合 企 画 部 長 

東 京 営 業 本 部 長 

（略） 

  

  

  

  

   

   

 

第２項 県本部の運営 

   ２ 部 

(1) 部の構成（４－１－３） 

部  の  名  称 部 を 構 成 す る 組 織 部    長 副  部  長 

総 務 部       

総 合 企 画 部       

東 京 連 絡 部       

（略） 

 

総 務 部 

総 合 企 画 部 

東 京 営 業 本 部 

（略） 

総 務 部 長 

総 合 企 画 部 長 

東京営業本部長 

（略） 

総 務 部 次 長 

総 合 企 画 部 次 長 

東京営業本部副本部長 

（略） 

 

第４項 班の編成及び所掌事務 

（４－１－５） 

 部  班 担当課 部  の  所  掌  事  務 地方機関 

総合 

 企画部 

広報広聴 広報広聴課 ８  請願、陳情及び相談の総括的処理に関するこ 

と。 

 

情報処理 情報企画課 ９ やまぐち情報スーパーネットワークの管理運 

用に関すること。                           

10  庁内情報システムの保全管理に関すること。 

東京 

 連絡部 

 東京営業本部 １  政府、国会等中央関係機関に対する連絡等に 

関すること。 

２ 中央方面関係の情報収集に関すること。 

 

 

（４－１－６） 

 部  班 担当課 部  の  所  掌  事  務 地方機関 

災害 

 救助部 

薬    務 薬  務  課 23  医薬品、衛生器材の確保に関すること。 

 

24  血液の確保に関すること。 

（追加） 

 

 

 

 

 

第４編  復旧・復興計画 
 第１章 復旧・復興活動計画 

  第１節 県の活動体制 

第１項 被害復旧対策本部の設置 

２ 県本部の組織（４－１－２） 

    

     

本

部

員 

総 務 部 長 

総務部理事(危機管理担当) 

総 合 企 画 部 長 

東 京 事 務 所 長 

（略） 

  

  

  

  

   

   

 

第２項 県本部の運営 

  ２ 部 

(1) 部の構成（４－１－３） 

部  の  名  称 部 を 構 成 す る 組 織 部    長 副  部  長 

総 務 部       

総 合 企 画 部       

東 京 連 絡 部       

（略） 

 

総 務 部 

総 合 企 画 部 

東 京 事 務 所 

（略） 

総 務 部 長 

総 合 企 画 部 長 

東 京 事 務 所 長 

（略） 

総 務 部 次 長 

総 合 企 画 部 次 長 

東 京 事 務 所 次 長 

（略） 

 

第４項 班の編成及び所掌事務 

（４－１－５） 

 部  班 担当課 部  の  所  掌  事  務 地方機関 

総合 

 企画部 

広報広聴 広報広聴課 ８  請願、陳情及び相談の総括的処理に関するこ 

と。 

 

情報処理 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ政策課 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ｶﾞﾊﾞﾒﾝ

ﾄ推進課 

９ やまぐち情報スーパーネットワークの管理運 

用に関すること。                           

10  庁内情報システムの保全管理に関すること。 

東京 

 連絡部 

 東京事務所 １  政府、国会等中央関係機関に対する連絡等に 

関すること。 

２ 中央方面関係の情報収集に関すること。 

 

 

（４－１－６） 

 部  班 担当課 部  の  所  掌  事  務 地方機関 

災害 

 救助部 

薬    務 薬  務  課 23  医薬品、医療機器、衛生材料の確保、供給に

関すること。 

24  血液の確保に関すること。 

25 関係団体等との連絡調整に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

災害薬事コーディネータ

ー等の配置 

 

 

 

 

 

 

総 務 部 総 務 部 

総 合 企 画 部 総 合 企 画 部 

東 京 連 絡 部 東 京 営 業 本 部 

総 務 部 総 務 部 

総 合 企 画 部 総 合 企 画 部 

東 京 連 絡 部 東 京 事 務 所 
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現 行 修 正 案 備 考 

第２章 被災者の生活再建計画 

基本的な考え方 （４－２－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 被災者の生活確保 

第１項 生活相談 （４－２－２） 

   

【県（総合企画部）・市町・警察・関係防災機関】 

機 関 名 措          置          事          項 

県 

(総合企画部) 

２ 被害相談室の設置 

(2) 関係課 

県民等からの被害相談に対応するため、下表に掲げる各課は職員を課内に配置する

ものとする。 

なお、関係課については被害状況等を考慮し、知事の判断により追加等を行うもの

とする。 

部  局 課（室）名 係（班）名 主な相談業務内容 

総 務 部 税 務 課 各 担 当 班 税に関すること 

環境生活部 生 活 衛 生 課 指 導 班 日本政策金融公庫災害復旧貸付 

健康福祉部 厚 政 課 総 務 管 理 班 災害援護資金の貸付 

被災者生活再建支援制度 

地域保健福祉班 生活福祉資金の貸付 

こども家庭課 青 少 年 ・ 家 庭 福 祉 班        母子・父子・寡婦福祉資金の貸付 

 

 

 

第５項 住宅の建設 

４ 住宅資金の確保 

(1) 独立行政法人住宅金融支援機構の災害関連融資のあっせん 

イ 災害予防関連融資 

 (ア) 地すべり等関連住宅融資 （４－２－５） 

地すべり等防止法第２４条第３項により知事の承認を得た関連事業計画又は土砂災害警戒区域等にお

ける土砂災害防止対策の推進に関する法律第２５条第１項の規定による知事の勧告に基づいて、地すべ

り等による被害を被るおそれのある者が、家屋の建設若しくは移転又は土地若しくは借地権を取得しよ

うとするとき貸付けられる。 

第２章 被災者の生活再建計画 

基本的な考え方 （４－２－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 被災者の生活確保 

第１項 生活相談 （４－２－２） 

   

【県（総合企画部）・市町・警察・関係防災機関】 

機 関 名 措          置          事          項 

県 

(総合企画部) 

２ 被害相談室の設置 

(2) 関係課 

県民等からの被害相談に対応するため、下表に掲げる各課は職員を課内に配置する

ものとする。 

なお、関係課については被害状況等を考慮し、知事の判断により追加等を行うもの

とする。 

部  局 課（室）名 係（班）名 主な相談業務内容 

総 務 部 税 務 課 各 担 当 班 税に関すること 

環境生活部 生 活 衛 生 課 指 導 班 日本政策金融公庫災害復旧貸付 

健康福祉部 厚 政 課 総 務 管 理 班 災害援護資金の貸付 

地域保健福祉班 被災者生活再建支援制度 

生活福祉資金の貸付 

こども家庭課 青 少 年 ・ 家 庭 福 祉 班        母子・父子・寡婦福祉資金の貸付 

 

 

 

第５項 住宅の建設 

４ 住宅資金の確保 

(1) 独立行政法人住宅金融支援機構の災害関連融資のあっせん 

イ 災害予防関連融資 

 (ア) 地すべり等関連住宅融資 （４－２－５） 

地すべり等防止法第２４条第１項の規定による関連事業計画又は土砂災害警戒区域等における土砂災

害防止対策の推進に関する法律第２６条第１項の規定による知事の勧告に基づいて、地すべり等による

被害を被るおそれのある者が、家屋の建設若しくは移転又は土地若しくは借地権を取得しようとすると

き貸付けられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

呼称統一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分掌の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

被
災
者
の
生
活
再
建
計
画 

被災者の生活確保 

災害罹災者等に対する援護

被
災
者
の
生
活
再
建
計
画 

被災者の生活確保 

被災者等に対する援護措置 



- 36 - 
 

現 行 修 正 案 備 考 

 

第６項 生活資金の確保 

３ 県市町中小企業勤労者小口資金 （４－２－６） 

(3) 利  率   年１．６３％（保証料別途） 

 

第８項 災害罹災者等に対する援護措置 （４－２－９） 

１ 県内において発生した災害に係る罹災者等に対して「災害見舞金支給要綱」に基づき、見舞金を支給する。 

 

第９項 被災者生活再建支援金の支給 

２ 被災者生活再建支援制度 

 (1) 支援金の支給対象となる被災世帯 

ア  支援金の支給対象となる被災世帯 

前述の 1(2)(ｲ)ａ～ｆの自然災害により 

①～④ （略） 

（追加） 

イ 支援金の支給額該当する世帯に支給される支給額は次表の２つの支援金の合計額となる。但し、世帯人数が

１人の場合は、各該当欄の支給額の金額は 3/4 の額となる。 

① 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） （４－２－１０） 

 

 住宅の被害 

    程度    

 

      全壊 

 ((1)ア①に該当)  

 

      解体 

 ((1)ア②に該当)  

 

    長期避難 

 ((1)ア③に該当)  

 

    大規模半壊 

 ((1)ア④に該当)   

 

   支給額   

 

 

100万円 

 

 

100万円 

 

 

100万円 

 

 

50万円 

 

（追加） 

② 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

 

住宅の再建 

方法 

 

建設・購入 

 

 

補修 

 

 

賃借 

(公営住宅以外） 

 

支給額 

 

 

 200万円 

 

 

100万円 

 

 

50万円 

 

（追加） 

＊一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場合は、合計で 200 (又は 100）

万円 

 

３ 支援金の支給申請等 

      （略） 

 

４ 山口県被災者生活再建支援金支給事業（県制度） 

県内に被災者生活再建支援法が適用される市町が１以上ある自然災害において、被災者生活再建支援制度（国

制度）の対象となる被害を受けながら、その自然災害が被災者生活再建支援法に定める規模に達しないため、国

制度による支援を受けられない世帯に対して、国制度と同額の支援を行う（負担割合 県１／２、市町１／２）。 

 

 

 

 

 

第６項 生活資金の確保 

３ 県市町中小企業勤労者小口資金 （４－２－６） 

(3) 利  率   年１．６１％（保証料別途） 

 

第８項 被災者等に対する援護措置 （４－２－９） 

１ 県内において発生した災害に係る被災者等に対して「災害見舞金支給要綱」に基づき、見舞金を支給する。 

 

第９項 被災者生活再建支援金の支給 

２ 被災者生活再建支援制度 

 (1) 支援金の支給対象となる被災世帯 

ア  支援金の支給対象となる被災世帯 

前述の 1(2)(ｲ)ａ～ｆの自然災害により 

①～④ （略） 

⑤ 半壊世帯のうち大規模半壊世帯に至らないが相当規模の補修を要する世帯（中規模半壊世帯） 

イ 支援金の支給額該当する世帯に支給される支給額は次表の２つの支援金の合計額となる。但し、世帯人数が

１人の場合は、各該当欄の支給額の金額は 3/4 の額となる。 

① 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） （４－２－１０） 

 

 住宅の被害 

    程度    

 

      全壊 

 ((1)ア①に該当)  

 

      解体 

 ((1)ア②に該当)  

 

    長期避難 

 ((1)ア③に該当)  

 

    大規模半壊 

 ((1)ア④に該当)   

 

   支給額   

 

 

100万円 

 

 

100万円 

 

 

100万円 

 

 

50万円 

 

＊「中規模半壊世帯」は支給なし 

② 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

 

住宅の再建 

方法 

 

建設・購入 

 

 

補修 

 

 

賃借 

(公営住宅以外） 

 

支給額 

 

 

 200万円 

 

 

100万円 

 

 

50万円 

 

＊「中規模半壊世帯」は上記の 1/2 の額 

＊一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場合は、合計で 200 (又は 100）

万円（「中規模半壊世帯」は 1/2 の額） 

 

３ 支援金の支給申請等 

      （略） 

 

４ 山口県被災者生活再建支援金支給事業（県制度） 

県内に被災者生活再建支援法が適用される市町が１以上ある自然災害において、被災者生活再建支援制度（国制

度）の対象となる被害を受けながら、その自然災害が被災者生活再建支援法に定める規模に達しないため、国制

度による支援を受けられない世帯に対して、国制度と同額（「中規模半壊世帯」を除く）の支援を行う（負担割合 

県１／２、市町１／２）。 

 

 

 

 

 

利率変更 

 

呼称統一 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災者生活再建支援法の

一部を改正する法律（令

和２年法律第 69 号）及び

被災者生活再建支援法施

行令の一部を改正する政

令（令和２年政令第 341

号）の施行 

 

 

 


